
第二期和歌山市子ども・子育て支援事業計画の進捗状況について

　　　（１）子ども・子育て施策の展開（計画第４章部分）進捗状況

資料１（１）



（１）母子の健やかな心と身体の育成支援の充実　P.４７～P.５１　施策番号１～２１

 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

1 1-(1)
6-(2)

子育て世代包
括支援セン
ター事業

地域保健課

市内４保健センター内に子
育て世代包括支援センター
を設置し、妊娠届出の受理
及び母子健康手帳等の交付
を行うとともに、助産師等
の専門職による面接を実施
し、妊産婦及び乳幼児に包
括的な支援を行うことによ
り、妊娠期から子育て期に
わたる切れ目のない支援を
実施します。

相談件数 4,369 件 － 件 4,930 件 2,848 件 14,198 14,441

出産・子育て応援給付金事業の
開始に伴い、令和5年2月より伴
走型相談支援を開始。新たな取
り組みとして、妊娠7か月頃の妊
婦に対してアンケートを実施
し、希望者には出産までに面談
を行っている。

2.継続

2 1-(1) 不妊対策事業 地域保健課
不妊治療に要する費用の一
部を助成します。また、不
妊相談を実施します。

助成件数 522 件 － 件 321 件 87 件 25,899 8,484

特定不妊治療については、医療
保険適用に伴い令和４年度で助
成制度は終了した。一般不妊治
療については、引き続き継続。

2.継続

3 1-(1)
6-(2)

妊産婦健康診
査

地域保健課

妊娠中の健康管理のため、
14 回の妊婦健康診査や超音
波検査、血液検査の費用を
助成するとともに産後うつ
等の予防のため産婦健康診
査費を助成します。また、
妊娠届出時に、妊産婦健康
診査の受診を勧奨します。

受診率 97.4 % 100 % 97.6 % 97.4 % 298,351 272,857

現在の公費負担回数を維持する
とともに、公費負担の対象検査
を拡大するなど健診内容充実に
努めていく。
令和２年度より分娩前妊婦の
PCR検査あり。

2.継続

4 1-(1)
6-(2)

助産施設入所
事業の実施

こども総合
支援セン
ター

経済的な理由等により助産
を受けられない妊産婦に対
し、助産施設での入院・出
産を支援します。

入所者数 11 人 － 10 人 5 人 4,678 7,525

経済的な理由等により助産を受
けられない妊産婦に対し、助産
施設での入院・出産を支援しま
す。

2.継続

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

1　子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実　P.４７～P.５２
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（１）母子の健やかな心と身体の育成支援の充実　P.４７～P.５１　施策番号１～２１

 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

1　子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実　P.４７～P.５２

5 1-(1)

妊産婦・母
性・女性の健
康支援

地域保健課

安全で快適な「いいお産」
の普及や生涯を通じた女性
の健康づくりを支援するた
めに、妊娠中や産後の健康
管理、思春期の心と身体の
変化、更年期障害等、女性
の健康に関する相談を各保
健センターで実施します。

相談者数 5,680 人 － 人 6,022 人 3,640 人 0 0

保健センターの総合相談窓口や
健康相談等において女性の健康
に関する相談を実施している。
また、妊娠届の受付時等に保健
師・助産師等が全員に面接を行
い、健康相談を実施している。
引き続き、妊娠初期からの支援
体制の充実に努める。

2.継続

実施件数
（ショート
ステイ）

11 件 － 件 24 件 21 件 1,077 1,380

実施件数
（ディサー
ビス型）R4
年度から

件 件 31 件 28 件 760

実施件数
（訪問）

222 件 － 件 195 件 104 件 232 760

こんにち
は赤ちゃ
ん事業訪
問率

70.3 % 80.0 % 84 % 61.7 %

新生児訪
問数

654 件 － 件 476 件 374 件

6 1-(1)
6-(2) 産後ケア事業 地域保健課

家族等から産後の支援が得
られない退院直後の母子に
対し、産婦人科医療機関等
にてショートステイの実施
や産婦健診結果で支援が必
要と思われる産婦に対し、
助産師、保健師が訪問支援
を行い、産後の身体的、精
神的ケアや育児に関する保
健指導を実施し、子供を産
み育てやすい体制を整えま
す。

・年々利用希望者は増加傾向で
あり、今後はアウトリーチ型の
実施も検討していく必要があ
る。

・訪問については、産婦健診に
より把握した訪問が必要な産婦
に対して実施。引き続き実施し
ていく。

2.継続

地域保健課

助産師等の訪問員が、乳児
がいる家庭を訪問し、育児
や産後の生活などの相談に
応じるとともに、子育て支
援に関する必要な情報提供
を行います。また、希望者
に対し、助産師による新生
児訪問指導を行います。

出産・子育て応援給付金事業に
おいて、出産後の面談が支給要
件となっていることから、こん
にちは赤ちゃん事業、新生児訪
問指導とも、訪問数が増加して
いる。

2.継続9,637 11,2707 1-(1)
6-(2)

こんにちは赤
ちゃん事業・
新生児訪問指
導



（１）母子の健やかな心と身体の育成支援の充実　P.４７～P.５１　施策番号１～２１

 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

1　子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実　P.４７～P.５２

8 1-(1)
妊婦教室（赤
ちゃん広場）

地域保健課

出産を迎える夫婦に対し、
妊娠、出産、育児に関する
正しい知識の普及と保護者
としての意識の醸成を図る
とともに、妊娠中からの仲
間づくりを推進し、出産後
の子育て自主サークルづく
りを支援します。また、先
輩ママの体験談を聞き実際
に赤ちゃんとふれあう場を
提供する中で、前向きに出
産・育児に臨めるよう支援
するとともに、不安の軽減
に努めます。

妊婦教室
実施回数

48 回 48 回 17 回 13 回 0 0

令和５年度においても感染予防
対策を試みながらではあるが、
各保健センターにおいて妊婦教
室を実施し、出産を迎える夫婦
に対し、妊娠・出産・育児に関
する正しい知識の普及を図ると
ともに沐浴実習や妊婦体験など
実施している。引き続き前向き
に出産・育児に臨めるよう支援
を行う。

2.継続

9 1-(1)

妊婦禁煙・禁
酒の啓発・指
導等

地域保健課

母子健康手帳交付時に禁煙
の必要性が記載されている
チラシを配布するととも
に、妊婦教室時に禁煙・禁
酒指導を実施します。

啓発回数 24 回 24 回 17 回 13 回 0 0

母子手帳交付時にチラシを配布
し情報提供すると共に各保健セ
ンターで実施している妊婦教室
においてもチラシを配布し、禁
煙・禁酒の啓発・指導を実施し
ている。
事業を通じ、引き続き、禁煙・
禁酒の啓発・指導を行う。

2.継続

10 1-(1)

マタニティ
クッキング教
室

地域保健課

妊婦（配偶者）を対象に、
妊娠中の食生活の重要性を
普及・啓発するとともに、
生活習慣病を予防する食生
活について学ぶ料理教室を
各保健センターで実施しま
す。

実施回数 4 回 4 回 2 回 2 回 0 0

妊婦（配偶者）を対象に食生活
について学ぶ料理教室を開催し
ている。夫婦での参加もみられ
ている。
引き続き、妊娠中の食生活の重
要性の普及・啓発を行う。

2.継続

3
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（１）母子の健やかな心と身体の育成支援の充実　P.４７～P.５１　施策番号１～２１

 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

1　子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実　P.４７～P.５２

11 1-(1)
6-(2) 育児支援事業 地域保健課

乳幼児を持つ保護者を対象
に、育児について学ぶ場を
つくり、情報提供などによ
り、育児不安の軽減を図る
とともに、地域の仲間づく
りの機会を創出します。子
育てに関する不安や悩みを
抱えている保護者に対し、
相談を通じて子育ての支援
を行います。

実施回数 127 回 150 回 34 回 29 回 87 144

各保健センターにおいて、乳児
を持つ保護者を対象に０歳児交
流会を開催している。また、子
育て支援センターや地域からの
依頼があれば出向いて育児相談
を実施している。地域での仲間
づくりや育児相談・育児指導を
通じ、保育者の育児不安の軽減
に努めている。

2.継続

12 1-(1)
乳幼児健康診
査事業

地域保健課

４か月児、10 か月児、１歳
６か月児、３歳児に対する
健康診査を各保健センター
で実施し、疾病や障害の早
期発見及び乳幼児の心身の
健全な発育・発達を促すと
ともに、保護者の育児不安
の軽減を図ります。

受診率 96.9 % 100 % 97.7 % 98.4 % 34,219 35,003

４か月児、10 か月児、１歳６か
月児、３歳児に対する健康診査
を各保健センターで実施し、疾
病や障害の早期発見及び乳幼児
の心身の健全な発育・発達を促
すとともに、保護者の育児不安
の軽減に努めている。

2.継続

13 1-(1)
6-(2)

妊産婦・乳幼
児の訪問指導

地域保健課

母子の健やかな心身の育成
のため、必要に応じて妊産
婦や乳幼児が生活している
場に出向き、相談及び助言
を行います。

延べ訪問
件数

1,718 件 － 件 1,204 件 762 件 0 0
個別での支援が必要な妊産婦や
乳幼児に対して、引き続き訪問
指導を行う。

2.継続



（１）母子の健やかな心と身体の育成支援の充実　P.４７～P.５１　施策番号１～２１

 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

1　子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実　P.４７～P.５２

地域保健課
実訪問世
帯数

440
世
帯

－
世
帯

329
世
帯

149
世
帯

0 0

養育支援が必要な家庭に保健師
が訪問等を実施。多問題を抱え
る支援困難ケースも増加してお
り、他機関と連携しながら支援
を継続していく。

2.継続

こども総合
支援セン
ター

実訪問世
帯数

673
世
帯

－
世
帯

862
世
帯

628
世
帯

148 1,835

乳児家庭全戸訪問事業等におい
て、養育支援が必要と判断され
た家庭に対し、関係機関と連携
を図りながら、育児不安の軽減
及び児童虐待発生予防のために
家庭訪問等による支援を行いま
す。また、保護者の病気や障害
などにより養育が困難な家庭に
対し、子育てをサポートするヘ
ルパーを派遣します。

2.継続

15 1-(1) 予防接種 保健対策課

百日咳、ジフテリア、破傷
風、急性灰白髄炎、結核、
麻しん、風しん、水痘、日
本脳炎、ヒブ、小児用肺炎
球菌、Ｂ型肝炎等の発生及
びまん延を防止するため、
主に乳幼児を対象として定
期予防接種を実施します。

予防接種
率

99.7 % 100 % 98.9 % 51.0
（９月末）

% 1,045,261 1,240,415

例年どおり対象者や医療機関に
対し、予防接種の啓発、周知を
実施し、接種率は半年で51.0％
と順調に接種が進んでいる。令
和４年度から積極的勧奨が再開
となったHPVワクチンの周知と
接種勧奨を強化した。また、MR
及び水痘ワクチンについても接
種勧奨を強化する。今後も未接
種者に対する勧奨と、啓発や広
報を実施していく。

2.継続

14
1-(1)
4-(4)
6-(2)

養育支援訪問
事業の充実

乳児家庭全戸訪問事業等に
おいて、養育支援が必要と
判断された家庭に対し、関
係機関と連携を図りなが
ら、育児不安の軽減及び児
童虐待発生予防のために家
庭訪問等による支援を行い
ます。また、保護者の病気
や障害などにより養育が困
難な家庭に対し、子育てを
サポートするヘルパーを派
遣します。

5



6

（１）母子の健やかな心と身体の育成支援の充実　P.４７～P.５１　施策番号１～２１

 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

1　子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実　P.４７～P.５２

16 1-(1)

乳幼児歯科健
診及びむし歯
予防の充実

地域保健課

１歳６か月児健診及び３歳
児健診において、歯科衛生
士による集団及び個別ブ
ラッシング指導や歯科相談
を実施し、むし歯予防に努
めます。また、２歳６か月
児を対象に、歯科健診とと
もに歯磨き習慣の形成や良
い食習慣についての集団指
導を各保健センターで実施
します。

むし歯の
ない幼児
（３歳
児）の割
合

82.3 % 85 % 88.9 % 88.6 % 1,414 1,418
より丁寧な歯科指導・相談の充
実に努める。

2.継続

発達相談
件数

3,686 件 － 件 3,636 件 2,179 件

親子教室
実施回数

79 回 80 回 78 回 40 回

18 1-(1) 離乳食講習会 地域保健課

妊産婦や乳児を持つ家庭を
対象に、離乳食に関する必
要な知識の普及により、子
供の発育・発達を促すとと
もに、育児不安の軽減を図
るための離乳食講習会を各
保健センターで実施しま
す。

離乳食講
習会開催
回数

16 回 16 回 12 回 10 回 0 0

離乳食に関する必要な知識の普
及を図るため、妊産婦や乳児を
持つ家庭を対象に、各保健セン
ターにおいて、離乳食講習会を
開催している。
本事業を通じ、子供の発育・発
達を促し、育児不安の軽減に努
める。

2.継続

17 1-(1)
乳幼児発達支
援の充実

地域保健課

心理面・行動面の発達に気
がかりな乳幼児とその保護
者に対し、適切な指導を行
うことにより子供の発育・
発達を促し、良好な親子関
係の構築と育児不安の軽減
を図るため、個別の発達相
談を実施するとともに親子
遊びを通じた集団指導を各
保健センターで実施しま
す。

1歳6か月児健診、3歳児健診時
に、必要に応じて発達相談員に
よる面接を実施。また、健診以
外にも個別発達相談日を開設
し、乳幼児の発達相談を実施す
るとともに親子教室として親子
遊びを通じた集団指導を実施し
ている。引き続き、発達相談・
親子教室を実施する

2.継続7,969 7,860



（１）母子の健やかな心と身体の育成支援の充実　P.４７～P.５１　施策番号１～２１

 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

1　子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実　P.４７～P.５２

19 1-(1)

乳幼児の事故
防止に向けた
取組の充実

地域保健課

保健指導やパンフレットの
配布を通して、乳幼児に
とっての家庭内での危険な
場所やもの（潜在的なもの
も含む）などについての理
解を深め、事故予防の啓発
を推進します。また、乳幼
児の家庭内における事故予
防及び心肺蘇生法等に関す
る正しい知識・技術の普
及・啓発に努めます。

参加者数 10,637 人 － 人 9,342 人 5,510 人 0 0

乳幼児健康診査や健康教育、家
庭訪問等の様々な機会を通し
て、発達段階に応じた事故予防
の啓発を引き続き行う。

2.継続

20 1-(1)
学校定期健康
診断事業

保健給食管
理課

小・中学校等においては、
保健調査や健康観察等から
児童生徒の健康状態を把握
し、健康診断を実施してそ
の結果に基づき治療勧告を
するとともに、健康相談等
を活用し、健康の保持・増
進に努めます。

実施率 100 % 100 % 100 % 100 % 93,750 98,169

【実施状況】
小・中学校等においては、保健調査
や健康観察等から児童生徒の健康状
態を把握し、健康診断を実施してそ
の結果に基づき治療勧告をするとと
もに、健康相談等を活用し健康の保
持・増進に努めている。

【課題】
定期健康診断で疾病の異常がありと
診断され、治療を勧告しているが、
稀に受診しない家庭がある。

【今後の方針】
引き続き健康診断を実施し、児童生
徒の健康の保持増進に努める。

2.継続

7



8

（１）母子の健やかな心と身体の育成支援の充実　P.４７～P.５１　施策番号１～２１

 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

1　子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実　P.４７～P.５２

地域保健課 6,291 9,462

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

0 0

保育こども
園課 0 0

21 1-(1)
5歳児相談事
業

市内の幼稚園・保育所・認
定こども園等に通う年長児
を対象に、各園を巡回訪問
して子供の行動観察を行
い、必要に応じて個別の発
達相談を実施し、発達障害
の早期発見と円滑に就学に
つなげることを目指しま
す。

個別相談
件数

157 件 －

発達相談員が、市内の全幼稚
園、保育所（園）、認定こども
園を訪問し、支援が必要と判断
した幼児については、入学予定
の小学校と情報共有し、小学校
への就学に役立てている。

2.継続件 64 件件 279



（２）食育の推進　P.５１　施策番号２２～２４

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

栄養相
談・栄養
指導者数

11,547 人 － 人 1,611 人 915 人

乳幼児健
診での情
報提供実
施回数

323 回 324 回 384 回 231 回

両親教
室・妊婦
教室実施
回数

27 回 27 回 19 回 13 回

給食委員
会開催回
数

6 回 6 回 6 回 4 回

研究委員
会開催回
数

13 回 13 回 13 回 8 回

1　子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実　P.４７～P.５２

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

22 1-(2)
6-(2)

妊産婦、乳幼
児の食育の推
進

地域保健課

栄養士による相談・指導
を、乳幼児健康診査事業、
離乳食講習会、育児支援事
業、妊婦教室等において行
うことで、家庭での食事を
通じた健康づくりの支援を
行います。また、それらの
機会に望ましい食生活に関
する資料・情報の提供を行
います。

2.継続

23 1-
(2）

認定こども園
及び保育所に
おける食育の
推進

保育こども
園課

子供の健やかな心身の発達
を促すため、給食委員会を
開催し、発達段階に応じた
食事内容への配慮と栄養管
理（衛生管理を含む）され
た給食の充実を図ります。
また、研究委員会を開催
し、給食・行事・日常の保
育を通して、食べる力を豊
かに育む食育の推進に努め
ます。

0

0 0

乳幼児健康診査事業や離乳食講
習会、育児支援事業、妊婦教室
等各種事業を通じて、食生活に
関する情報の提供を行ってい
る。

0

年齢に応じた献立の作成、季節
の食材・和歌山の商材を取り入
れた献立や行事会など、給食委
員会を開催し給食の充実を図
る。

2.継続

9



10

（２）食育の推進　P.５１　施策番号２２～２４

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

1　子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実　P.４７～P.５２

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

保健給食管
理課

学校教育課

24 1-(2)
6-(1)

学校における
食育の推進

学校教育活動全体を通し
て、学校における食育の推
進を図り、食に関わる資
質・能力の育成を目指しま
す。また、食事環境の整
備、献立内容の充実、給食
指導の推進、家庭との連携
の強化等、学校給食のより
一層の充実を図るなど、学
校における食育を推進しま
す。

行事食や
地産地消
の日の給
食の提供
回数

回26 回 26 回 26 回 13

【実施状況】
食事環境の整備、献立内容の充
実、給食指導の推進、家庭との
連携の強化等、学校給食のより
一層の充実を図るなど、学校に
おける食育を推進している。

【課題】学校給食を通じて食育
の一つの手段として地産地消を
推進しているが、「地産地消の
日」の市内産農産物の品目が少
なく、献立に取り入れにくい。
また、予定していた農産物が手
に入らない場合もある。

【今後の取組方針】
今後も継続して食育を推進して
いく。

2.継続23 23



（３）周産期・小児医療体制等の充実　P.５２　施策番号２５～２６

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

25 1-(3)
小児救急医療
体制の充実

総務企画課

夜間や休日においても市民
が安心して適切な医療サー
ビスが受けられるよう、小
児救急医療体制の充実に努
めます。また、市内の小児
医療に関する情報を市民に
提供します。

市内の小
児救急に
対する満
足度

75 % 90 % 77.6 % 80.5 % 0 85,963

【実施状況】
和歌山市夜間・休日応急診療セ
ンターにおける市民サービスの
向上に寄与し、市報、ラジオ、
ホームページを活用し情報提供
を行った。
【課題】
感染症の流行状況によって、受
診患者数が増減するため、小児
救急医療体制を柔軟にする必要
がある。
【今後の取組方針】
和歌山市夜間・休日応急診療セ
ンターとの連携を継続し、医療
体制の確保に努める。

2.継続

26 1-(3)
周産期ネット
ワーク事業

総務企画課

周産期に関連する医療機関
と保健所・保健センター・
各市町村・県・地域の関係
機関とのネットワーク会議
を開催し、連携の強化を図
ります。

周産期医
療ネット
ワーク
協議会加
入率

100 % 100 % 100 % 100 % 18,451 18,452

【実施状況】
周産期医療ネットワーク協議会
を開催し、安定的な周産期医療
体制の確保について協議を行っ
た。
【課題】
分娩取扱い医療機関数が減少す
る中、安心・安全な周産期医療
体制の確保について、広域的に
検討していく必要がある。
【方針】
限られた医療資源を効率的に活
用し、関係機関が緊密な連携を
図り、今後も継続して周産期医
療体制の確保に努めていく。

2.継続

1　子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実　P.４７～P.５２

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

11



12

（１）子育ての不安感や負担感をやわらげる支援　P.５３～P.５４　施策番号２７～３４

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

27 2-(1)
6-(3)

短期入所生活
援助事業
（ショートス
テイ）の充実

こども総合
支援セン
ター

保護者が病気、出産、介護
などで一時的に養育が困難
になったとき、子供を児童
福祉施設等で一時的に預か
り、生活を援助するショー
トステイ事業を実施しま
す。

延べ利用
人数

226 人 300 人 147 人 99 人 1,962 3,387

保護者が病気、出産、介護など
で一時的に養育が困難になった
とき、子供を児童福祉施設等で
一時的に預かり、生活を援助す
るショートステイ事業を実施し
ます。

2.継続

28
2-(1)
5-(1)
6-(2)

子ども家庭総
合支援拠点の
設置

こども総合
支援セン
ター

こども総合支援センター内
に設置し、地域の子供とそ
の家庭を対象に、より専門
的な相談対応や訪問等によ
るソーシャルワークを行い
ます。寄り添い型の支援
で、虐待対応のみでなく、
様々な相談に応じ、身近な
相談が気軽にできる相談体
制を構築します。また、虐
待の未然防止や早期対応に
努めます。

相談件数 - 件 － 件 10,418 件 6,170 件 13,367 12,629

地域の子供とその家庭を対象
に、より専門的な相談対応や訪
問等によるソーシャルワークを
行います。寄り添い型の支援
で、虐待対応のみでなく、様々
な相談に応じ、身近な相談が気
軽にできる相談体制を構築し、
虐待の未然防止や早期対応に努
めます。

2.継続

29 2-(1)
一時預かり事
業の充実

保育こども
園課

保護者が病気にかかったと
きやリフレッシュしたいと
きなど、一時的に子供を預
かる体制や一時預かり事業
（幼稚園型）を充実しま
す。

実施箇所
数

25
か
所

31
か
所

35
か
所

36
か
所

58,257 66,943

まことなるたきこども園が一時
預かり事業（一般型）を再開し
たことから実施箇所数が１箇所
増加した。
多様なニーズに対応できるよ
う、引き続き、一時預かり事業
の充実に努める。

2.継続

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)



（１）子育ての不安感や負担感をやわらげる支援　P.５３～P.５４　施策番号２７～３４

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

箇所数 1
か
所

1
か
所

1
か
所

1
か
所

会員数 1,569 人 1,650 人 1,481 人 1,492 人

31 2-(1)
2-(3)

地域子育て支
援拠点事業

子育て支援
課

主に未就園児とその保護者
を対象に、子供や親同士の
交流の場を提供し、育児相
談や子育て支援に関する情
報提供等を行うことで、子
育て中の当事者の支え合い
による地域の子育て力向上
を目指します。
地域の子育て支援を実施す
る認定こども園の増加等に
よる地域の子育て支援の充
実を鑑み、必要数の設置に
より地域と親子をつなぐ拠
点として運営していきま
す。

実施箇所数 13
か
所

10
か
所

10
か
所

10
か
所

77,222 78,166

前年から引き続き交流の場の提
供、イベント・講座等を実施し
ている。
今後も未就園児とその保護者の
子育てを支援するために継続し
て実施していく。

2.継続

32 2-(1)
三世代同居・
近居促進事業

子育て支援
課

三世代で新たに同居又は近
居するための住宅を取得す
る場合や同居するための住
宅をリフォームする場合
に、費用の一部を助成しま
す。

助成件数 42 件 50 件 17 件 14 件 4,000 4,000

申請件数は例年並みだが、三世
代での同居・近居により今後も
子育て環境をより充実させるた
めには財源の確保が課題とな
る。

2.継続

30 2-(1)
2-(3)

ファミリー・
サポート・セ
ンター事業

子育て支援
課

保護者の病気、リフレッ
シュや学校行事等への参加
の際の子供の一時預かり
や、病児・宿泊サポートを
するファミリー・サポー
ト・センターの会員の拡充
に努めます。

様々な広報媒体（市報わかや
ま、和歌山市LINE公式アカウン
ト、会報誌等）により、ファミ
リー・サポート・センター事業
を周知し、会員の拡充に努め、
保護者の病気、リフレッシュや
学校行事等への参加の際の子供
の一時預かり及び保育施設等へ
の送迎や、病児・宿泊サポート
を実施していきます。

2.継続8,518 8,469

13
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（１）子育ての不安感や負担感をやわらげる支援　P.５３～P.５４　施策番号２７～３４

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

33 2-(1)

しあわせたく
３未来
ギフト事業

子育て支援
課

子の出産によって、３人以
上の父又は母となった方に
対し、出産祝い品を贈呈
し、出産を奨励します。

申請件数 348 件 400 件 311 件 220 件 3,173 3,428

今年度よりオンライン申請受付
を開始し、申請の利便性が増し
た。紀州の資源である紀州材を
用いた玩具を贈呈し、本事業の
目的である「出産への奨励」や
「子どもの増加を図り、地域社
会の活性化に寄与すること」の
遂行を計る

2.継続

子育て支援
課

こども総合
支援セン
ター

34 2-(1)
2-(3)

和歌山信愛女
子短期大学と
の連携による
地（知）の拠

点事業

当該大学設置の施設である
「木のおうち」での親子の
交流の場の提供や子育て広
場の開催等を連携して実施
します。

利用者数 5,715 人 6,000 人 1,605 人 1053 人 2.継続131 156

当該大学設置の施設である「木
のおうち」での親子の交流の場
の提供や子育て広場の開催等を
連携して実施します。



（２）子育て中の保護者の孤立防止と仲間づくりの推進　P.５５　施策番号３５～３６

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

35 2-(2)

子供や親子の
交流の場づく
り事業

生涯学習
課

コミュニティセンターや公
民館等の施設を子供や親子
の交流の場所として活用を
図り、居場所づくりに努め
ます。

子供や親
子の交流
の場づく
り催し開
催数

180 回 200 回 238 回 174 回 127 294

子供や親子を対象にした講座や
教室を開催することで、コミュ
ニティセンター等を子供や子育
て世代の交流や居場所づくりと
して活用できている。引き続
き、各種講座や教室を通して、
子供や親子の交流の場として活
用し、居場所づくりに努めま
す。

2.継続

36 2-(2)

認定こども園
及び保育所の
園庭開放

保育こど
も園課

園庭を開放し、認定こども
園及び保育所の子供と地域
の子供がふれあいながら遊
び、交流を図るとともに、
集団で遊ぶことの楽しさや
親子でふれあう機会を提供
します。

園庭開放
実施箇所
数

53
・

公立
17

か
所

61
か
所

52
か
所

52
か
所

0 0
各園において随時園庭開放を実
施している。今後も継続して取
り組む。

2.継続

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

15



16

（３）地域における子育て支援　P.５５～P.５６　施策番号３７～４０（再掲３０、３１、３４）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

37 2-(3)
6-(1)

地域とともに
ある学校づく
り

学校教育課

各学校がコミュニティ・ス
クールを通して家庭や地域
社会と連携・協働しながら
子供たちの成長を支え「地
域とともにある学校づく
り」を進めます。また、学
校運営に地域の声を積極的
に生かし、地域と一体と
なって特色ある学校づくり
を進めていきます。

学校開放
月間中の
来校者数

46,088 人 55,000 人 26,884 人 28,123 人 347 347

今後も各学校がコミュニティ・
スクールを通して家庭や地域社
会と連携・協働しながら子供た
ちの成長を支える「地域ととも
にある学校づくり」に努める。
また、学校運営に地域の声を積
極的に生かし、地域と一体と
なって特色ある学校づくりに努
める。

2.継続

38 2-(3)
保育所等地域
活動事業

保育こども
園課

保育所を卒園した児童や地
域の高齢者と認定こども園
及び保育所の子供たちが行
事やレクリエーションを通
して、世代間・異年齢児に
よる交流を図ります。

実施箇所
数

62
・

公立
18

か
所

61
か
所

60
か
所

60
か
所

0 0
各園において現在も実施してお
り、今後も継続して取り組んで
いく。

2.継続

39 2-(3)

市立幼稚園
「未就園児の
つどい」の開
催

学校教育課

幼稚園が家庭や地域社会と
の連携を深め、幼稚園の機
能や施設を開放し、未就園
児の保育活動など地域にお
ける子育て支援活動の推進
を図ります。

参加者人
数

1,783 人 1,800 人 638 人 709 人 0 0

新型コロナウイルス感染症の拡
大状況を鑑みながら、月１回以
上実施することができているた
め、引き続き、可能な範囲で開
催していく。

2.継続

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)



（３）地域における子育て支援　P.５５～P.５６　施策番号３７～４０（再掲３０、３１、３４）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

40 2-(3) 児童館の運営
子育て支援
課

子供に健全な遊びを提供
し、健全な人間関係の育成
に努め、健康の増進や情報
を豊かにすることを推進し
ます。

延べ利用
児童数

62,370 人 70,000 人 52,333 人 34,970 人 135,942 143,896

新型コロナウイルス感染症の影
響のため、利用者数が増えづら
い状況が続いていたが、令和４
年度からは利用者数が増加傾向
にある。また、児童の居場所作
りの観点から、児童の生活を支
える場にもなっていることもあ
り、今後も継続して行う必要が
ある。

2.継続

箇所数 1
か
所

1
か
所

1
か
所

1
か
所

会員数 1,569 人 1,650 人 1,481 人 1,492 人

30 2-(1)
2-(3)

ファミリー・
サポート・セ
ンター事業
（再掲）

子育て支援
課

保護者の病気、リフレッ
シュや学校行事等への参加
の際の子供の一時預かり
や、病児・宿泊サポートを
するファミリー・サポー
ト・センターの会員の拡充
に努めます。

様々な広報媒体（市報わかや
ま、和歌山市LINE公式アカウン
ト、会報誌等）により、ファミ
リー・サポート・センター事業
を周知し、会員の拡充に努め、
保護者の病気、リフレッシュや
学校行事等への参加の際の子供
の一時預かり及び保育施設等へ
の送迎や、病児・宿泊サポート
を実施していきます。

2.継続8,518 8,469

17
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（３）地域における子育て支援　P.５５～P.５６　施策番号３７～４０（再掲３０、３１、３４）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

31 2-(1)
2-(3)

地域子育て支
援拠点事業
（再掲）

子育て支援
課

主に未就園児とその保護者
を対象に、子供や親同士の
交流の場を提供し、育児相
談や子育て支援に関する情
報提供等を行うことで、子
育て中の当事者の支え合い
による地域の子育て力向上
を目指します。
地域の子育て支援を実施す
る認定こども園の増加等に
よる地域の子育て支援の充
実を鑑み、必要数の設置に
より地域と親子をつなぐ拠
点として運営していきま
す。

実施箇所数 13
か
所

10
か
所

10
か
所

10
か
所

77,222 78,166

前年から引き続き交流の場の提
供、イベント・講座等を実施し
ている。
今後も未就園児とその保護者の
子育てを支援するために継続し
て実施していく。

2.継続

子育て支援
課

こども総合
支援セン
ター

34 2-(1)
2-(3)

和歌山信愛女
子短期大学と
の連携による
地（知）の拠
点事業（再
掲）

当該大学設置の施設である
「木のおうち」での親子の
交流の場の提供や子育て広
場の開催等を連携して実施
します。

利用者数 5,715 人 6,000 人 1,605 人 1053 人 2.継続131 156

当該大学設置の施設である「木
のおうち」での親子の交流の場
の提供や子育て広場の開催等を
連携して実施します。



（４）経済的な支援　P.５７～P.５８　施策番号４１～４９

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

41 2-(4)
6-(4)

児童手当の支
給

こども家庭
課

中学生修了前までの子供を
養育されている人に手当を
支給します。

支給件数 25,093 件 ― 件 22,331 件 21,414 件 4,807,250 4,739,160

令和４年度より受給者の所得が所得
上限限度額を超過する場合、受給資
格が消滅することになったため、令
和５年度以降所得が上限限度額を下
回った場合に再度申請が必要となっ
た。よって、手続きに関する周知・
案内を引き続き徹底していく。

2.継続

42 2-(4)
6-(4)

こども医療費
助成

こども家庭
課

中学校卒業までの子供等を
対象に、保険診療の自己負
担額を助成します。（所得
制限あり）

助成件数 570,953 件 ― 件 556,456 件 340,886 件 1,273,675 1,389,162

令和５年８月に対象年齢拡充を
実施した。（１８歳年度末まで
引き上げ）
令和６年度は保険証廃止が実施
される予定であるため、保険証
情報の確認等検討していく必要
がある。

2.継続

43 2-(4)
出産育児一時
金の支給

国保年金課

国民健康保険に加入してい
る人が出産したとき、出産
育児一時金を支給します。
平成21 年10 月１日以降の
出産から、委任を受けた医
療機関等からの直接請求が
可能となったため、出産時
に多額の出産費用を用意す
る必要がなくなりました。

支給率 100 % 100 % 100 % 100 % 88,343 112,344

令和5年10月末で127件
62,224,532円を支給していま
す。このうち直接支払制度利用
分は126件61,724,532円、窓口申
請分は1件500,000円です。国保
加入期間が、6か月未満の場合
は、前保険者との二重払いに注
意し、今後も施策を継続しま
す。

2.継続

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

19



20

（４）経済的な支援　P.５７～P.５８　施策番号４１～４９

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

保育こども
園課

501 人 478 人 66,721 62,766
多子世帯の経済的負担を軽減す
るため、今後も継続して事業を
実施していく。

2.継続

子育て支援
課

97 人 42 人 750 900

申請数に関して、前年度の同時
期と比較すると増加傾向にあ
る。本事業の目的である「経済
的負担の軽減を図り、安心して
子どもを生み育てられる環境づ
くりを推進する」という趣旨を
踏まえ、今後も継続して行って
いく必要がある。
引き続き窓口や広報、園を通し
た周知の徹底をはかっていく。

2.継続

こども家庭
課

446 人 80 人 34,350 42,225

実施状況は前年と同様のペース
での申請があり、変わりはな
い。
課題としては、国の児童手当の
制度改正等により生じる制度の
重複を解消するため、見直す必
要がある。
今後廃止にむけて取り組んでい
くためR6年度には継続申請のみ
の受付、R7年度には完全廃止さ

4.完了
(廃止)

障害者支援
課

101 人 78 人 408 884

同一世帯に児童が２人以上いる
世帯の未就学児を対象に、世帯
の所得や兄・姉の数に応じて、
児童発達支援等の利用者負担額
の軽減を今後も継続して実施し
ます。

2.継続

人 － 人44 2-(4)
6-(4)

子育て中の多
子世帯に対す
る経済的支援

多子世帯の経済的負担を軽
減するため、教育・保育施
設等において保育料を、第
２子は一定の所得制限のも
とで無償、第３子目以降は
所得に関係なく無償としま
す。また、一時預かり事
業、ファミリー・サポート
事業等の利用料を助成しま
す。
在宅育児支援事業として生
後２か月を超え、満１歳に
満たない多子世帯の乳児を
家庭で養育する方に対して
助成します。

対象者へ
の実施数

4,237



（４）経済的な支援　P.５７～P.５８　施策番号４１～４９

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

45
2-(4)
6-(1)
6-(4)

就学援助

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

経済的な理由により就学が
困難な児童生徒の保護者に
対し、学用品費、給食費、
修学旅行費などの援助を行
います。

支給人数 4,298 人 － 人 4,128 人 3,840 人 156,866 184,465

引き続き、就学援助制度の周知
徹底に努め、また、今後も学用
品費等の支給単価を国基準並み
で維持していきたい。

2.継続

46 2-(4)
6-(4)

実費徴収に係
る補足給付を
行う事業

保育こども
園課

新制度未移行幼稚園を利用
する低所得世帯や多子世帯
について、給食費として実
費徴収している費用のう
ち、副食費の助成を実施し
ます。

支給人数 人 － 人 217 人
不明（年度
末集計のた

め）
人 5,174 5,657

低所得世帯や多子世帯の経済的
負担を軽減するため、引き続き
事業を実施していきます。

2.継続

47 2-(4)

妊産婦健康診
査公費負担制
度

地域保健課
妊産婦が医療機関で健康診
査を受けた費用の一部を公
費負担します。

１人あた
り公費負
担回数

15 回 15 回 15 回 15 回 298,351 272,857

現在の公費負担回数を維持する
とともに、公費負担の対象検査
を拡大するなど健診内容充実に
努めていく。

2.継続

48
2-(4)
4-(1)
6-(4)

ひとり親家庭
の高卒資格取
得支援

こども家庭
課

ひとり親家庭の親及び扶養
する子が、高卒認定試験の
対策講座を受講修了した場
合に、受講修了時給付金を
支給します。受講修了時給
付金を受けた方が２年以内
に高卒認定試験の全科目に
合格した場合に、合格時給
付金を支給します。

給付数 0 件 － 件 1 件 0 件 11 120

事前相談や事前申請はあるもの
の、給付申請まで至らない案件
が多い。今後一層制度周知に取
り組んでいく。

2.継続

21
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（４）経済的な支援　P.５７～P.５８　施策番号４１～４９

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

保育こども
園課

23,911 件 12,424 件 464,339 467,311

障害者支援
課

396 件 411 件 0 0

教育政策課 件 件

49 2-(4)
6-(1)

幼児教育・保
育の無償化

幼稚園、保育所、認定こど
も園を利用する３歳から５
歳までの児童及び０歳から
２歳までの住民税非課税世
帯の児童の利用料を無償化
します。認可外保育施設等
を利用する保育の必要性が
あると認定された児童につ
いても、一定の上限月額の
もと、その利用料を無償化
します。また、満３歳に
なって初めての４月１日か
ら就学前の障害児の発達支
援についても、障害児通所
施設の利用料を無償化しま
す。

対象者へ
の実施数

件 － 件

幼児教育・保育の無償化に伴う
施設等利用費の給付や児童発達
支援等の利用者負担の無償化を
引き続き実施します

2.継続



（５）男女共同参画の推進　P.５９　施策番号５０～５４

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

50 2-(5)
両親教室の開
催

地域保健課

妊産婦とその家族を対象
に、子育てを分かち合う必
要性を知ってもらい、妊
娠・出産・育児に関する知
識を提供するため、妊婦体
験や沐浴体験等を実施しま
す。

両親学級
の父親の
参加組数

145 組 150 組 80 組 50 組 61 61

和歌山市母子保健協議会が主催
で実施。保健センターで実施し
ているが、施設の規模から人数
が制限される状況にある。

2.継続

男女共生推
進課 55 156

男女共同参画意識の啓発のため
に講座やセミナーを開催してい
る。今後もあらゆる場を通し
て、幅広い世代を対象に、男女
共同参画について親しみやすく
分かりやすい講座や啓発を行っ
ていく。

2.継続

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

0 0
道徳の授業など教育活動全体で
発達段階に応じて指導を行って
いる。

2.継続

52 2-(5)

男女共生推進
行動計画に基
づく施策の推
進

男女共生推
進課

和歌山市男女共生推進行動
計画に基づき、男女共同参
画に関する様々な施策を推
進します。

目標達成
率

98.80 % 100 % 97.9 %

未定
（令和6年
度に調査予
定のため）

% 4,109 4,702
計画に基づき施策に取り組んで
いる。今後も引き続き施策を推
進する。

2.継続

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

51 2-(5)
男女平等意識
の啓発

性別に関わらず、それぞれ
の個性と能力を発揮できる
子供を育てることを目指す
とともに、学校・家庭・地
域など、あらゆる場におけ
る男女平等教育を推進しま
す。

道徳・各
教科活動
における
指導率

100 % 100 % 100 % 100 %

23



24

（５）男女共同参画の推進　P.５９　施策番号５０～５４

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

53 2-(5)

学校行事への
父親の参加促
進

学校教育課

学校行事に父親の参加を呼
びかけ、学校教育や児童生
徒の学校生活に対して関心
を持つように促します。

小・中学
校休日学
校行事の
実施率

79.4 % 100.0 %
44.3

（小28、
中3/70）

%
51.4

（小35、
中1/70）

% 0 0

　11月に、土曜・日曜参観等を
設ける予定である。今後も父親
の参加できる機会を作るように
配慮するとともに、学校開放月
間では案内を配付するなど、学
校への参観等の機会を提供する
ように努めていく。

2.継続

54 2-(5)
男性の育児等
意識醸成事業

子育て支援
課

男性の育児等に対する意識
の向上のため、父子手帳を
発行するとともに、働き方
改革にも有効なイクボスを
推進するなど仕事と子育て
が両立できる環境づくりに
努めます。

父子手帳
配付数

3,000 冊 3,000 冊 3,000 冊 3,000 冊
【ワーク

ショップ】
749

【ワーク
ショップ】

750
【父子手
帳】100

計850

父子手帳について、母子健康手
帳配布時や転入時など配布して
いるが、より気軽に手に取って
いただけるように配布の場所や
機会の検討が必要である。男性
子育て推進事業として、家庭に
おいて仕事と子育ての両立につ
いて考える夫婦向けのワーク
ショップを開催した。今後も主
に対市民に対し、男性の子育て
を推進し、みんなで子育てする
ことができる環境づくりに努め
ます。

2.継続



（６）子育てと仕事の両立支援　P.６０　施策番号５５～５９

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

55 2-(6)

企業・事業者
に対するワー
ク・ライフ・
バランスの普
及・啓発

産業政策課

仕事と家庭生活の調和
（ワーク・ライフ・バラン
ス）が企業活動にとって有
益であることの考え方を広
く普及・啓発します。

啓発回数 2 回 2 回 3 回 2 回 0 0

企業情報サイト等を通じて、企
業・事業者に対して周知啓発を
実施する。令和6年度も継続して
実施していく。

2.継続

男女共生推
進課

講座開催
回数

1 回 2 回 2 回 0 回 104 94
女性の再就職や就労に必要な能
力開発、技能取得に関する講座
を開催する。

2.継続

産業政策課 啓発回数 2 回 2 回 4 回 2 回 0 0

女性求職者を対象とした就職
フェアを開催するとともに、他
機関とも連携しながら、女性の
就職支援の充実を図る。令和6年
度も継続して実施していく。

2.継続

57 2-(6)
男性の育児休
暇取得の推進

産業政策課
市内の事業所及び従業員に
対し、男性の育児休暇取得
の意識啓発に努めます。

啓発回数 2 回 2 回 3 回 2 回 0 0

企業情報サイト等を通じて、企
業・事業者に対して周知啓発を
実施する。令和6年度も継続して
実施していく。

2.継続

56 2-(6)
6-(3)

女性の就労の
機会と場の拡
大

女性の再就職や能力開発・
起業を目指す人への支援に
努めます。

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

25



26

（６）子育てと仕事の両立支援　P.６０　施策番号５５～５９

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

２　子育てしやすい環境整備の充実　P.５３～P.６０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

58 2-(6)
6-(3)

求人情報等の
提供

産業政策課

ハローワーク発行の「ハ
ローワーク求人情報」等を
活用して、求職者に対して
情報提供の充実を図りま
す。

情報提供
回数

50 回 50 回 48 回 23 回 0 0

ハローワークから提供される求
人情報を労働相談業務などで活
用することにより、求職者に対
して情報提供の充実を図る。令
和6年度も継続して実施してい
く。

2.継続

59 2-(6)
6-(3)

転職・再就職
の支援

産業政策課

転職や再就職が円滑に進む
ように、各関係機関等と連
携しながら支援に努めま
す。

啓発回数 1 回 2 回 3 回 2 回 0 0

他機関とも連携しながら、転職
や再就職が円滑に進むように支
援に努める。令和6年度も継続し
て実施していく。

2.継続



（１）子育て支援事業に関する情報提供の強化　P.６１　施策番号６０～６１

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

子育て支援
課

子育て情
報誌の発
行配布

5,000 冊 5,000 冊 5,000 冊 5,000 冊 140 140

母子健康手帳の配布時や転入に
よる児童手当申請手続きなど、
必要な方に様々な形で配布して
いる。今後も必要とする方が必
要な時に手に取れるような形で
配布を続けていく必要がある。

2.継続

保育こども
園課 1 回 1 回 0 0

保育施設の園児募集案内につい
て、市報わかやま、ホームペー
ジ等により周知を行っており、
また、必要に応じて保育施設の
変更等の情報提供についても
行っている。
今後も引き続き必要な情報提供
に努める。

2.継続

地域保健課 12 回 12 回 0 0

子育て支援サービス等の情報を
ホームページなどを通して、引
き続き情報提供を行う。
毎月、市報への掲載

2.継続

こども家庭
課 8 回 6 回 0 0

申請漏れにより手当等の助成を
受けられなくなるケースを防ぐ
ため、各事業の更なる周知徹底
に努めていく。

2.継続

31

３　就学前教育・保育事業と地域子ども・子育て支援事業の充実　P.６１～P.６４

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

60 3-(1)
子育てに関する
情報提供

保健福祉サービスの情報提
供をはじめ、子育て中の家
庭が必要とする様々な情報
を市民参画により収集、編
集した情報誌を発行しま
す。併せてスマートフォン
アプリやＳＮＳを利用し、
イベント情報などを効果的
に周知することに努めま
す。また、子供の発育発達
に不安を感じたときなどに
活用できる「子どもの
発達支援ガイドブック」を
配布します。

市報わか
やま掲載

回数
回 － 回

27



28

（１）子育て支援事業に関する情報提供の強化　P.６１　施策番号６０～６１

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

３　就学前教育・保育事業と地域子ども・子育て支援事業の充実　P.６１～P.６４

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

61 3-(1)
3-(4) 利用者支援事業

子育て支援
課

子育て家庭の相談に応じる
ことで、個別のニーズを把
握し、適切な施設や事業等
を円滑に利用できるよう支
援します。

利用者数 795 人 1,200 人 1,481 人 1,061 人 3,150 3,544

前年から引き続きコロナウイルス感
染症拡大防止の対策を図りながら月
1回おやこの座談会・相談会、年2回
のおはなしピクニックなど親子の交
流の場の提供を実施。
今年はサークル支援として、子育て
サークル紹介イベントも実施。地域
の方が参加しやすいよう地域子育て
支援拠点施設への出張相談も行う。
外出が難しい家庭には、オンライン
相談、オンライン座談会、メール相
談、電話相談など様々な方法で相談
ができるよう体制を整える。今後
は、こちらから家庭へ出向けるよう
な相談体制を整えたい。

2.継続



（２）教育・保育事業の充実　P.６２　施策番号６２～６５

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

保育こど
も園課

15

園
（

所
）

15

園
（

所
）

0 0

引き続き合同研修に参加し、教
育・保育に関する理解を深める
ことで幼児教育・保育の質の向
上を図ります。また、各園の特
色や地域性を踏まえた指導計画
等に基づき、各園の教育・保育
の充実を図ります。

2.継続

学校教育課
公立

幼稚園
11

園
（

所
）

公立
幼稚園

11

園
（

所
）

0 0

　引き続き合同研修に参加し、
教育・保育に関する理解を深め
ることで幼児教育・保育の質の
向上を図ります。また、各園の
特色や地域性を踏まえた指導計
画等に基づき、各園の教育・保
育の充実を図ります。

2.継続

教育研究所 20

園
（

所
）

23

園
（

所
）

10 58

「子供理解専門研修講座」を２
回、「幼児教育専門研修講座」
を１回実施した。令和６年２月
には園長会と共催で第２回「幼
児教育専門研修講座」を開催予
定。

2.継続

３　就学前教育・保育事業と地域子ども・子育て支援事業の充実　P.６１～P.６４

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

園
（

所
）

27

園
（

所
）

62 3-(2)
幼児教育・保
育の質の向上

幼稚園・保育所・認定こど
も園等が相互に連携を図
り、職員間の交流と合同研
修における研究を促進し、
教育・保育に関する理解を
深めることで幼児教育・保
育の質の向上を図ります。
また、「和歌山市公立幼保
連携型認定こども園幼児教
育・保育カリキュラム」を
活用し、各園の特色や地域
性を踏まえた指導計画
等に基づき、各園の教育・
保育の充実を図ります。

幼稚園・
保育所・
認定こど
も園合同
研修参加
園（所）
数

17

29



30

（２）教育・保育事業の充実　P.６２　施策番号６２～６５

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

３　就学前教育・保育事業と地域子ども・子育て支援事業の充実　P.６１～P.６４

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

63 3-(2)
保育施設の整
備

子育て支援
課

良好な保育環境を提供する
ため、保育施設の整備を促
進します。

箇所数 4
か
所

2
か
所

4
か
所

1
か
所

80,057 234,533

令和5年度は私立保育所1園の施
設整備（増改築整備）を実施。2
か年計画の1年目のため、完成は
令和6年度となる。
令和6年度の施設整備について
は、現在、市の予算化に向けて
財政当局と折衝中である。

2.継続

子育て支援
課

教育政策課

定員数 7,571 人 7,851 人 7,620 人 7,534 人

待機児童
数
(4月1日時
点)

12 人 0 人 29 人 39 人

64 3-(2)
認定こども園
の普及の推進

幼児期の学校教育・保育を
一体的に実施する認定こど
も園の普及を推進します。

幼保連携
型認定こ
ども園

20
か
所

30
か
所

31
か
所

31
か
所

令和5年度は厳しい財政状況の
中、認定こども園化の施設整備
を中断している。令和6年度中を
目途に、和歌山市立認定こども
園整備計画の見直しを行ってい
く。

3.見直し
(検討)

65 3-(2)
待機児童の解
消

保育こども
園課

待機児童ゼロを目指し、保
育施設に、定員増員につい
て働きかけます。

0 0

3.見直し
(検討)0 0

保育士確保が困難なことが待機
児童の根本的な原因となってお
り、また、保育士不足による定
員割れの結果、運営に支障をき
たしている園もあることから、
単に定員増員を図るのではな
く、保育士の負担軽減に向けた
施策等多角的に検討していきた
い。



（３）地域子ども・子育て支援事業の充実　P.６３～P.６４　施策番号６６～７４

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

66 3-(3)
延長保育の充
実

保育こども
園課

保護者の就労時間などの事
情により、保育時間の延長
が必要な場合、時間を延長
して保育を行います。ま
た、今後の需要に応じて夜
間保育の実施を検討しま
す。

実施箇所
数

51
か
所

52
か
所

54
か
所

54
か
所

61,862 68,434

前年度に引き続き、私立保育
所・認定こども園４６か所、公
立保育所６か所及び公立認定こ
ども園２か所で延長保育を実施
している。
保護者の就労時間等の需要に応
じて、延長保育を実施していき
ます。

2.継続

67 3-(3)
乳児保育促進
事業の充実

保育こども
園課

産後休暇明けや育児休暇明
けの需要に対応するため、
安定的な乳児保育の充実を
図ります。

0歳児受入
箇所数

52
か
所

53
か
所

53
か
所

51
か
所

0 0

令和５年度は５１か所の保育
所・認定こども園で乳児保育を
実施している。
今後も、乳児保育の充実を図っ
ていきます。

2.継続

68 3-(3) 病児保育事業
保育こども
園課

病気の回復期や病気の回復
期に至らない場合の子供の
一時預かりを行います。ま
た、病児保育実施施設のか
所数の確保を含め、体制を
整えます。

実施箇所
数

2
か
所

2
か
所

2
か
所

2
か
所

29,288 36,225

前年度同様２か所で病児保育事
業を実施しています。今後も引
き続き、病児保育事業の実施に
努めます。

2.継続

69 3-(3)
病後児保育の
推進

保育こども
園課

病気の回復期にある子供の
一時預かりを行うことによ
り、保護者の子育てと就労
の両立を支援します。

実施箇所
数

1
か
所

1
か
所

1
か
所

1
か
所

2,743 4,332

前年度同様１か所で病後児保育
事業を実施しています。引き続
き病後児保育の推進に努め、保
護者の子育てと就労の両立を支
援します。

2.継続

３　就学前教育・保育事業と地域子ども・子育て支援事業の充実　P.６１～P.６４

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

31



32

（３）地域子ども・子育て支援事業の充実　P.６３～P.６４　施策番号６６～７４

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

３　就学前教育・保育事業と地域子ども・子育て支援事業の充実　P.６１～P.６４

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

70 3-(3) 休日保育の推進保育こども
園課

就業形態が多様化している
ため、休日の保育需要に基
づき、休日保育を実施しま
す。

休日保育
の実施箇
所数

1
か
所

1
か
所

1
か
所

1
か
所

0 0
休日の保育需要に基づき、引き
続き家庭での保育が困難な子ど
もの保育を実施します。

2.継続

71 3-(3)
6-(2)

家庭支援推進
保育事業の充
実

保育こども
園課

日常生活における基本的な
習慣や家庭環境に対する配
慮など、保育を行う上で特
に配慮が必要とされる児童
に対して保育にあたるとと
もに、家庭訪問を行うなど
家庭に対する指導等につい
て充実を図ります。

研修会開
催回数

4 回 4 回 3 回 3 回 0 0

定期的に研修会等を開催するこ
とで、日常生活における基本的
な習慣や家庭環境に対する配
慮、保育を行う上での配慮な
ど、参加者による情報交換を行
いながら家庭支援の充実を図
る。

2.継続

保育こども
園課

支援が必要な子どもが安心して
集団生活を過ごせるよう、専門
家や関係機関が連携を深め、障
がい児保育の充実を図る。

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

発達の遅れや行動・コミュニ
ケーションの問題など、早期に
発達障害を発見し、適切な支援
につながるよう専門員が巡回訪
問を行い指導助言を実施してい
きます。

72 3-(3)

障害児保育事
業の充実

保育所・幼稚園等を利用す
る障害のある児童が安心し
て保育・教育を受けられる
よう、専門職員による巡回
指導などの支援を行いま
す。

発達支援
連絡会開
催回数

6 回 8 回 回 回4 1 0 0 2.継続



（３）地域子ども・子育て支援事業の充実　P.６３～P.６４　施策番号６６～７４

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

３　就学前教育・保育事業と地域子ども・子育て支援事業の充実　P.６１～P.６４

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

73 3-(3)
6-(2)

放課後児童ク
ラブ(若竹学
級等)の充実

青少年課

小学校に就学している、昼
間保護者が家庭にいない児
童を学校の放課後に預か
り、健全に充実した生活が
送れるよう、遊びの指導や
生活指導などを行う放課後
児童クラブ（若竹学級等）
を充実し、仕事と子育ての
両立を支援するために、開
設時間の延長や利用希望者
すべての受入れを目指しま
す。

放課後児
童クラブ
数

100
か
所

129
か
所

106
か
所

106
か
所

560,898 589,182

令和５年度においては、学級の
増減は無く。令和4年度は１学級
の増設と１学級の閉鎖により、
学級数は前年と変更ありませ
ん。令和２年度から民間委託す
ることで、午後５時以降は複数
の学級を１つにまとめるなど、
柔軟な学級運営を行っていま
す。また、真に利用が必要な希
望者のため、こまめに定員調整
を行っていきます。

2.継続

74 3-(3)

放課後子ども
総合プランの
整備・推進

青少年課

教育・福祉部門での連携を
強化し、放課後子ども総合
プランの整備・推進を図
り、放課後児童の居場所づ
くりや仕事と子育ての両立
を支援します。

一体型放
課後児童
クラブ・
放課後子
供教室

0
か
所

5
か
所

0
か
所

0
か
所

0 0

放課後児童クラブへの対応を優
先しており、一体型の放課後教
室は未実施です。庁内関係部署
と連携を図りながら進めていき
ます。

2.継続

33



34

（４）子ども・子育てに関する相談支援と事業の利用支援　P.６４　施策番号７５（再掲６１）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

こども総合
支援セン
ター

人 人 4,637 3,769

子供とその家庭の相談支援機関
との連携を強化し、要支援者の
状況に応じて的確に対応できる
体制づくりを推進します。

2.継続

こども家庭
課 人 人 0 142

新型コロナウイルス感染拡大防
止の観点によりR2年度より実施
出来ていなかったが、令和5年度
は２回実施予定。

2.継続

保育こども
園課 人 人 0 0

関係機関と連携し、より一層保
育施設での相談機能を高めてい
く。

2.継続

61 3-(1)
3-(4)

利用者支援事
業（再掲）

子育て支援
課

子育て家庭の相談に応じる
ことで、個別のニーズを把
握し、適切な施設や事業等
を円滑に利用できるよう支
援します。

利用者数 795 人 1,200 人 1,481 人 1,061 人 3,150 3,544

前年から引き続きコロナウイルス感
染症拡大防止の対策を図りながら月
1回おやこの座談会・相談会、年2回
のおはなしピクニックなど親子の交
流の場の提供を実施。
今年はサークル支援として、子育て
サークル紹介イベントも実施。地域
の方が参加しやすいよう地域子育て
支援拠点施設への出張相談も行う。
外出が難しい家庭には、オンライン
相談、オンライン座談会、メール相
談、電話相談など様々な方法で相談
ができるよう体制を整える。今後
は、こちらから家庭へ出向けるよう
な相談体制を整えたい。

2.継続

6,947

３　就学前教育・保育事業と地域子ども・子育て支援事業の充実　P.６１～P.６４

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

75 3-(4)
6-(2)

子育てに関す
る相談体制の
強化とネット
ワークの構築

子供・家庭の相談支援にあ
たる機関との連携を強化
し、個々の相談者に的確に
対応できる体制づくりを推
進します。また、地域の子
育てグループや子育て支援
団体などの活動状況の把握
に努め、地域での子育てグ
ループのネットワーク化を
図ります。

延べ相談
者数

10,418 6,170人 －



（１）ひとり親家庭への支援　P.６５～P.６７　施策番号７６～８６（再掲４８）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

76 4-(1)
6-(4)

ひとり親家庭
等医療費助成

こども家庭
課

ひとり親家庭の母、又は
父、児童（18歳に達する日
以後の最初の３月31日まで
の間にある人）等を対象
に、保険診療の自己負担額
を助成します。

助成件数 140,000 件 － 件 126,520 件 66,492 件 363,804 366,112

コロナウイルス感染症の５類引
き下げにより、令和２年度から
令和４年度に比べ医療費が高く
推移しており、令和元年度同様
の水準となっている。
引続き医療機関への適正な受診
の周知が課題。

2.継続

77 4-(1)
6-(4)

児童扶養手当
の支給

こども家庭
課

児童扶養手当法に基づき、
児童（18歳に達する日以後
の最初の３月31 日までの間
にある人、又は20 歳未満で
一定の障害のある人）を監
護しているひとり親家庭等
の生活の安定と自立を助け
るために手当を支給しま
す。

支給世帯 4,028
世
帯

－
世
帯

3,524
世
帯

3,352
世
帯

1,766,295 1,818,182

地方自治法第2条第9項及び第10
項に規定する第1号法定受託事務
に該当し、児童扶養手当法又は
これに基づく政令及び省令によ
り地方自治体が処理するもので
あるため、今後も適正な実施に
努め取組むものとする。

2.継続

78
4-(1)
6-(2)
6-(4)

母子及び父子
並びに寡婦福
祉資金の貸付

こども家庭
課

母子家庭の母、父子家庭の
父及び寡婦が扶養する児童
等の修学に必要な資金等、
経済的自立や福祉増進のた
めに必要な資金の貸付を行
います。

貸付者数 169 人 － 人 82 人 64 人 57,864 150,958

日本学生支援機構の給付型奨学
金制度の拡充など、その他支援
が充実されたため貸付件数が減
少。

2.継続

79 4-(1)
6-(2)

母子生活支援
施設の運営

こども総合
支援セン
ター

自立が困難など、保護の必
要性が認められる母子を保
護し、自立に向けての支援
を行います。

延べ入所
世帯数

196
世
帯 －

190
世
帯

143
世
帯

75,762 75,047
自立が困難など、保護の必要性
が認められる母子を保護し、自
立に向けての支援を行います。

2.継続

４　様々な家庭への支援の充実　P.６５～P.７１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

35



36

（１）ひとり親家庭への支援　P.６５～P.６７　施策番号７６～８６（再掲４８）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

４　様々な家庭への支援の充実　P.６５～P.７１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

開講数 3 回 3 回 0 回 0 回

参加人数 113 人 50 人 0 人 0 人

81 4-(1)
6-(3)

母子・父子相
談

こども家庭
課

母子・父子自立支援員が就
業や生活に関する相談に応
じ、助言指導や関係機関の
紹介などを行います。

延べ相談
件数

293 件 300 件 216 件 126 件 2,444 2,717

就業や子の就学に関する相談、
助言を行っているが、様々な内
容の相談があるため今後も各担
当課やハローワークとの連携が
必要。

2.継続

研修講座
修了者数

26 人 20 人 13 人 0 人

開催回数 2 回 1 回 1 回 1 回

プログラ
ム策定件
数

0 件 5 件 2 件 2 件

80 4-(1)
6-(2)

ひとり親家庭
情報交換

こども家庭
課

ひとり親家庭の情報交換を
行うとともに、お互いに悩
みを打ち明け相談し、支え
合う場として定期的に、文
化サークル等講座を開講
し、ひとり親家庭等の福祉
の向上を図ります。

2.継続

新型コロナウイルス感染拡大防
止の観点からR2年度より実施出
来ていなかったが、令和5年度は
２回実施予定。

2.継続

82
4-(1)
6-(2)
6-(3)

ひとり親家庭
の親の就業・
自立支援の充
実

こども家庭
課

ひとり親家庭の母、又は父
等の就業・自立を促進する
ために、就業支援講習会事
業や母子・父子自立支援プ
ログラム策定事業を実施し
ます。

0 142

795 839

就業支援講習会は途中で辞退し
てしまう人が数名いるが、やる
気のある方も多く自立促進に役
立つ内容である。プログラム策
定事業は策定まで至らずとも、
様々な内容の相談があるため、
引き続きハローワークなどと連
携して進めていく。



（１）ひとり親家庭への支援　P.６５～P.６７　施策番号７６～８６（再掲４８）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

４　様々な家庭への支援の充実　P.６５～P.７１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

83 4-(1)
6-(3)

夜間養護等事
業の充実（ト
ワイライトス
テイ）

こども総合
支援セン
ター

保護者が仕事により夜間や
休日に家庭で子供を養育で
きない場合、子供を預か
り、食事等の提供を行いま
す。

延べ利用
人数

175 人 150 人 7 人 2 人 12 385

保護者が仕事により夜間や休日
に家庭で子供を養育できない場
合、子供を児童福祉施設等で預
かり、食事等の提供を行いま
す。

2.継続

84 4-(1)
6-(2)

ひとり親家庭
に対する日常
生活の支援

こども家庭
課

自立のための活動や病気な
どの事由で日常生活に支障
があるとき、一時的に生活
支援員を派遣して必要な家
事や保育の援助を行い、ひ
とり親家庭等の福祉の向上
を図ります。

延べ利用
世帯数

4
世
帯

－
世
帯

4
世
帯

2
世
帯

33 125

一回の利用時間が長い利用が増
加傾向。今後も支援を必要とす
るひとり親への制度周知を進め
ていく。

2.継続

85 4-(1)
6-(4)

母子家庭等福
祉手当

こども家庭
課

児童扶養手当の受給対象と
なりうる世帯のうち、親が
障害年金を受給している
か、又は子が親の受給して
いる障害年金の加算対象に
なっているため、児童扶養
手当を受給できない世帯に
対して、その差額を支給し
ます。

給付件数 6 件 － 件 － 件 － 件 0 0

これまで、障害基礎年金等を受
給している者は、障害基礎年金
等の額が児童扶養手当の額を上
回る場合、児童扶養手当を受給
できなかったが、令和3年3月分
の手当以降は、児童扶養手当の
額が障害年金の子の加算額を上
回る場合、その差額を児童扶養
手当として受給できるように
なったことにより、同手当が不
要となるため令和2年度をもって
事業を終了した

4.完了
(廃止)
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（１）ひとり親家庭への支援　P.６５～P.６７　施策番号７６～８６（再掲４８）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

４　様々な家庭への支援の充実　P.６５～P.７１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

（高等職
業訓練促
進給付金
等事業）
給付件
数・自立
した数

23
・
6

件
・
人

30
・
15

件
・
人

31
・
14

件
・
人

32
・
2

件
・
人

39,807

（自立支
援教育訓
練給付金
事業）
給付件
数・自立
した数

10
・
10

件
・
人

5
・
5

件
・
人

6
・
6

件
・
人

8
・
8

件
・
人

485

48
2-(4)
4-(1)
6-(4)

ひとり親家庭
の高卒資格取
得支援（再
掲）

こども家庭
課

ひとり親家庭の親及び扶養
する子が、高卒認定試験の
対策講座を受講修了した場
合に、受講修了時給付金を
支給します。受講修了時給
付金を受けた方が２年以内
に高卒認定試験の全科目に
合格した場合に、合格時給
付金を支給します。

給付数 0 件 － 件 1 件 0 件 11 120

事前相談や事前申請はあるもの
の、給付申請まで至らない案件
が多い。今後一層制度周知に取
り組んでいく。

2.継続

2.継続86 4-(1)
6-(3)

自立支援給付
金事業

こども家庭
課

高等職業訓練促進給付金及
び修了支援給付金として、
ひとり親家庭の母、又は父
が就職に必要な資格（対象
資格は看護師、介護福祉
士、保育士、理学療法士、
作業療法士、歯科衛生士等
12資格）を取得するために
１年以上養成機関で修業す
る場合、修業期間中、４年
間を上限として生活費の補
てんのための給付金を支給
します。また、自立支援教
育訓練給付金として、市が
指定する教育訓練講座の受
講後、費用の一部を支給し
ます。

40,039

高等職業訓練促進給付金の受給
者が増加傾向にあり、制度が周
知されてきたといえるが、ひと
り親家庭の自立支援として制度
の周知に取り組む。



（２）障害のある児童とその家庭への支援　P.６８～P.６９　施策番号８７～９６

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

87 4-(2)
障害のある人
への理解促進

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

学習障害（LD)や軽度発達障
害などを含め、障害のある
子供や人への理解の促進を
図るとともに、各障害の特
性や配慮について理解を深
められるよう、取り組みま
す。

研修会の
実施

7 回 7 回 7 回 7 回 0 0
発達障害に関する理解を深め、
適切な支援が行えるように研修
を進めている。

2.継続

88 4-(2)
6-(2)

障害のある児
童の放課後児
童クラブへの
受入れ

青少年課

障害のある児童について、
利用の希望がある場合は、
受入れるための支援員の加
配や研修の実施等により、
可能な限り受入れに努めま
す。

受入れク
ラブ数

44
か
所

48
か
所

41
か
所

58
か
所

0 0

障害のある児童を受け入れるた
め、委託事業者は、必要に応じ
て支援員を追加配置していま
す。
また、障害に深い理解のある特
別支援アドバイザー及び小学校
長経験者であるコーディネー
ターを事務局に配置し、障害の
ある児童の受け入れを行う若竹
学級への訪問、指導を行ってい
ます。

2.継続

89 4-(2)
養育医療の給
付

保健対策課
未熟児に対する養育医療の
給付を行います。

給付実人
数

47 人 － 人 52 人 40 人 20,386 15,777

指定医療機関と連携しながら、
医療費の支給を行うとともに、
家族への情報提供の機会を増や
していく。

2.継続

90 4-(2)

重度心身障害
児・者医療費
の助成

障害者支援
課

重度の障害のある児童・者
を対象に、保険診療の自己
負担額を助成します。

重度心身
障害児・
者助成件
数

164,461 件 － 件 151,751 件 83,649 件 853,904 837,155
重度の障害のある児童・者を対
象に、保険診療の自己負担額を
引き続き助成します。

2.継続

４　様々な家庭への支援の充実　P.６５～P.７１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)
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（２）障害のある児童とその家庭への支援　P.６８～P.６９　施策番号８７～９６

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

４　様々な家庭への支援の充実　P.６５～P.７１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

91 4-(2)

小児慢性特定
疾病児童への
支援

保健対策課

慢性疾患にかかっているこ
とにより長期にわたり療養
を必要とする児童等の健全
な育成を図るため、小児慢
性特定疾患の治療に係る医
療費の給付を行うことで、
患者家庭の医療費の負担軽
減を図ります。

医療受給
者証交付
数

383 件 － 件 370 件 221 件 86,984 98,866

指定医療機関と連携しながら、
医療費の支給を行うともに、医
療費助成の対象児童宅を訪問
し、療育に関する相談支援を引
き続き行っていく。

2.継続

92 4-(2)
6-(4)

特別児童扶養
手当の支給

障害者支援
課

日常生活において介護を要
する在宅の20歳未満の児
童、その父、若しくは母等
に対し、手当を支給しま
す。

支給者数 925 人 － 人 1,147 人 1,190 人 2,115 1,979

日常生活において介護を要する
在宅の20歳未満の児童、その
父、若しくは母等に対し、引き
続き手当を支給します。

2.継続

93 4-(2)
障害児福祉手
当の支給

障害者支援
課

常時介護を要する在宅の20
歳未満の重度の障害のある
児童・者に手当を支給しま
す。

支給者数 171 人 － 人 162 人 160 人 29,160 30,472

常時介護を要する在宅の20歳未
満の重度の障害のある児童・者
に、引き続き手当を支給しま
す。

2.継続

94 4-(2)
心身障害児福
祉年金の支給

障害者支援
課

身体障害者手帳、療育手帳
の交付を受けている20歳未
満の障害のある児童、その
父、若しくは母等に対し、
手当を支給します。

受給者数 180 人 － 人 146 人 151 人 2,974 3,194

身体障害者手帳、療育手帳の交
付を受けている20歳未満の障害
のある児童、その父、若しくは
母等に対し、引き続き手当を支
給します。

2.継続



（２）障害のある児童とその家庭への支援　P.６８～P.６９　施策番号８７～９６

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

４　様々な家庭への支援の充実　P.６５～P.７１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

95 4-(2)
育成医療の給
付

保健対策課
身体に障害のある児童に対
する育成医療費の給付を行
います。

延べ給付
件数

67 件 － 件 49 件 48 件 2,914 3,252

指定医療機関と連携しながら、
医療費の支給を行うとともに、
家族への情報提供の機会を増や
していく。

2.継続

障害者相談
支援事業及
び基幹相談
支援セン
ター事業所
数

6
か
所

6
か
所

6
か
所

6
か
所

54,000 54,000

児童発達支
援利用者数
（月平均）

274 人 － 人 450 人
484

（８月末
時点）

人 781,889 808,490

医療型児童
発達支援利
用者数（月
平均）

0 人 － 人 0 人 0 人 0 0

放課後等デ
イサービス
利用者数
（月平均）

615 人 － 人 904 人
990

（８月末
時点）

人 1,194,673 1,226,313

和歌山市障害者計画及び和歌山
市障害福祉計画に基づき、障害
のある児童に関する様々な施策
を推進します。

2.継続96 4-(2)

和歌山市障害
者計画及び和
歌山市障害福
祉計画の推進

障害者支援
課

和歌山市障害者計画及び和
歌山市障害福祉計画に基づ
き、障害のある児童に関す
る様々な施策を推進しま
す。

41
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（３）海外にルーツを持つ子供とその家庭への支援　P.７０　施策番号９７～１００

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

97 4-(3)
5-(3)

日本語指導の
支援

子ども支援
センター

外国籍児童生徒に対して、
日本語指導のボランティア
を学校に派遣し、学校生活
になじめるよう、支援しま
す。

ボラン
ティア派
遣要請充
足率

100 % 100 % 100 % 75 % 1,379 1,827

要請のあった学校については、
該当児童生徒の担任と管理職、
ボランティア、子ども支援セン
ター担当者が支援内容や配慮事
項の詳細について話し合い、共
通理解を深めた上で児童生徒を
支援しているが、要請数の増加
により現時点で未配置の状況も
ある。再度広報誌でのボラン
ティア募集を行います。

2.継続

98 4-(3)

外国籍児童等
に対する学習
支援

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

外国籍児童生徒に対して、
学力を補充する学習支援を
行います。

学習支援
の実施校
数

4 校 － 校 2 校 4 校 80 83

和歌山大学との共同事業とし
て、日本に生活する外国籍児童
に対し、大学に在籍する留学生
との母語交流をし、授業支援
や、心のケアを行っている。本
年度は４校の学校に留学生を派
遣し、児童生徒と交流してい
る。

2.継続

99 4-(3)
未就学児の把
握と就学支援

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

ＰＴＡや自治会等と連携
し、外国籍の未就学児童を
把握し、就学に向けた支援
を行います。

把握でき
ていない
数

0 人 0 人 0 人 0 人 0 0

引き続き、学校や他の機関と連
携し、学齢にある外国籍児童生
徒の就学状況の把握に努める。
未就学の児童生徒がいる場合、
保護者に就学を促す。

2.継続

４　様々な家庭への支援の充実　P.６５～P.７１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)



（３）海外にルーツを持つ子供とその家庭への支援　P.７０　施策番号９７～１００

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

４　様々な家庭への支援の充実　P.６５～P.７１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

100 4-(3)

学校・支援機
関等との連携
による子供や
家庭への支援

子ども支援
センター

スクールソーシャルワー
カーや関係機関等と連携
し、外国籍の児童生徒とそ
の家庭を支援します。

スクール
ソーシャ
ルワー
カーの配
置校数

10

中
学
校
区

全

中
学
校
区

全

中
学
校
区

全

中
学
校
区

11,965 12,935

スクールソーシャルワーカーを
中心に関係機関との連携を図り
ながら、支援や配慮、相談体制
の充実に努めています。ニーズ
を的確に把握しながら児童生徒
や家庭への支援を行います。

2.継続
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（４）子供の虐待の早期発見と防止対策の充実　P.７１　施策番号１０１～１０４（再掲１４）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

こども総合
支援セン
ター

啓発活動
回数

20 回 30 回 7 回 14 回 227 0
子供の虐待防止に関する知識の
普及・啓発に努めます。

2.継続

人権同和施
策課

研修会参
加者数

1,037 人 1,100 人 55 人 12 人 0 0
引き続き、子どもの人権に関す
る出張講演や市報などによる広
報啓発を実施する。

2.継続

102 4-(4)

子供の虐待防
止に対する
ネットワーク
の充実

こども総合
支援セン
ター

民生委員・児童委員をはじ
め地域住民と保健所、保育
所、学校、福祉事務所など
の子供に関わる機関の連携
を強化し、関係機関相互の
情報交換を図り、要保護児
童対策地域協議会として円
滑な連携体制の構築を進め
るとともに、地域での見守
りや家庭に対する日常的な
相談・支援への的確な対応
に努めます。

虐待防止
ネット
ワーク会
議開催数

95 回 100 回 190 回 106 回 34 88

民生委員・児童委員をはじめ地
域住民と保健所、保育所、学
校、福祉事務所などの子供に関
わる機関の連携を強化し、関係
機関相互の情報交換を図り、要
保護児童対策地域協議会として
円滑な連携体制の構築を進める
とともに、地域での見守りや家
庭に対する日常的な相談・支援
への的確な対応に努めます。

2.継続

４　様々な家庭への支援の充実　P.６５～P.７１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

101 4-(4)

子供の虐待防
止に関する啓
発

子供の虐待防止に関する知
識の普及・啓発に努めま
す。



（４）子供の虐待の早期発見と防止対策の充実　P.７１　施策番号１０１～１０４（再掲１４）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

４　様々な家庭への支援の充実　P.６５～P.７１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

103 4-(4)

児童虐待に関
する相談体制
の充実

こども総合
支援セン
ター

子供の虐待に関する専門知
識を有した職員による相
談・支援体制の充実に努め
ます。関係各課の連携を図
り、虐待通告受理機関とし
ての役割を充実します。

児童虐待
相談件数

789 件 － 件 866 件 613 件 4,637 3,769

子供の虐待に関する専門知識を
有した職員による相談・支援体
制の充実に努めます。関係各課
の連携を図り、虐待通告受理機
関としての役割を充実します。

2.継続
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（４）子供の虐待の早期発見と防止対策の充実　P.７１　施策番号１０１～１０４（再掲１４）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

４　様々な家庭への支援の充実　P.６５～P.７１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

104 4-(4)
前向き子育て
推進事業

こども総合
支援セン
ター

虐待を防止するため、親支
援の具体策としてトリプル
Ｐ（Positive Parenting
Program＝前向き子育てプ
ログラム）を導入し、講演
会やグループワークを実施
します。

グループ
ワーク実
施回数

3 回 4 回 3 回 1 回 1,129 1,464

虐待を防止するため、親支援の
具体策としてトリプルＰ
（Positive Parenting Program＝
前向き子育てプログラム）を導
入し、講演会やグループワーク
を実施します。

2.継続

地域保健課
実訪問世
帯数

440
世
帯

－
世
帯

329
世
帯

149
世
帯

0 0

養育支援が必要な家庭に保健師
が訪問等を実施。多問題を抱え
る支援困難ケースも増加してお
り、他機関と連携しながら支援
を継続していく。

2.継続

こども総合
支援セン
ター

実訪問世
帯数

673
世
帯

－
世
帯

862
世
帯

628
世
帯

148 1,835

乳児家庭全戸訪問事業等におい
て、養育支援が必要と判断され
た家庭に対し、関係機関と連携
を図りながら、育児不安の軽減
及び児童虐待発生予防のために
家庭訪問等による支援を行いま
す。また、保護者の病気や障害
などにより養育が困難な家庭に
対し、子育てをサポートするヘ
ルパーを派遣します。

2.継続

14
1-(1)
4-(4)
6-(2)

養育支援訪問
事業の充実
（再掲）

乳児家庭全戸訪問事業等に
おいて、養育支援が必要と
判断された家庭に対し、関
係機関と連携を図りなが
ら、育児不安の軽減及び児
童虐待発生予防のために家
庭訪問等による支援を行い
ます。また、保護者の病気
や障害などにより養育が困
難な家庭に対し、子育てを
サポートするヘルパーを派
遣します。



（１）子供の人権擁護　P.７２　施策番号１０５～１０７（再掲２８）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

人権同和施
策課

研修会の
開催回数 21 回 22 回 2 回 1 回 0 0

引き続き、子どもの人権に関す
る出張講演や市報などによる広
報啓発を実施する。

2.継続

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

道徳・各
教科活動
における
指導実施
率

100 % 100 % 100 % 100 % 0 0
道徳の授業など全ての教育活動
を通じて、発達段階に応じた指
導を行った。

2.継続

106 5-(1)
人権教育・啓
発の推進

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

全小・中学校で人権教育に
係る全体計画を作成し、各
学校における人権教育の充
実を図ります。

人権教育
の推進に
関する調
査実施率

100 % 100 % 100 % 100 % 0 0
各学校で人権教育の全体計画を
作成し、人権教育を進めてい
る。

2.継続

107 5-(1)

カウンセリン
グの実施、保
護者に対する
助言

こども総合
支援セン
ター
子ども支援
センター

いじめ、児童虐待等により
被害を受けた子供の心のケ
アや、子供・保護者の悩み
や不安に対するカウンセリ
ング等について、関係機関
と連携を図り、支援を行い
ます。

延べ相談
者数

1,691 人 － 人 1963 人 1526 人 2,380 2,928

児童生徒、保護者、教職員等か
らの電話相談や来所相談を行っ
ています。いじめや虐待による
被害は不登校という形で出現す
ることも多く、十分な実態把握
を行い、適切な指導や助言を実
施することによって生きること
の包括的支援に取組みます。

2.継続

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

105 5-(1)
子供の権利に
関する啓発

子どもの権利条約に基づ
き、様々な機会を利用して
子供の権利を守る意識の啓
発に努めます。
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（１）子供の人権擁護　P.７２　施策番号１０５～１０７（再掲２８）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

28
2-(1)
5-(1)
6-(2)

子ども家庭総
合支援拠点の
設置（再掲）

こども総合
支援セン
ター

こども総合支援センター内
に設置し、地域の子供とそ
の家庭を対象に、より専門
的な相談対応や訪問等によ
るソーシャルワークを行い
ます。寄り添い型の支援
で、虐待対応のみでなく、
様々な相談に応じ、身近な
相談が気軽にできる相談体
制を構築します。また、虐
待の未然防止や早期対応に
努めます。

相談件数 - 件 － 件 10,418 件 6,170 件 13,367 12,629

地域の子供とその家庭を対象
に、より専門的な相談対応や訪
問等によるソーシャルワークを
行います。寄り添い型の支援
で、虐待対応のみでなく、様々
な相談に応じ、身近な相談が気
軽にできる相談体制を構築し、
虐待の未然防止や早期対応に努
めます。

2.継続



（２）家庭と地域の教育力の向上　P.７３～P.７４　施策番号１０８～１１２

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

読書活動推
進課

おはなし
会実施回
数

219 回 220 回 326 回 206 回 0 0

令和5年度の実施状況について
は、予定通り滞りなく実施でき
ており、読み手は図書館スタッ
フとボランティア団体である。
課題については、参加されるお
子さんのほとんどが未就学児で
あるため、今後は小学生以上の
お子さんをどのように呼び込む
かが課題である。
今後も図書館スタッフとボラン
ティア団体で協力してお話し会
を運営していく方針である。

2.継続

地域保健課
読み聞か
せ実施回
数

96 回 96 回 96 回 56 回 0 0
10か月児健康診査の機会を活用
し、読み聞かせの大切さについ
て啓発している。

2.継続

109 5-(2)
子育てひろば
の充実

子育て支援
課

コミュニティセンター等
で、様々な親子が集い、子
育てのヒントにつながる活
動を体験し、互いに学び合
うことにより、親育ち支援
と家庭教育力の充実を図り
ます。また、親自身も自分
を磨いて育児についてより
大きな自信へとつながるこ
とを目的とした講習会を開
催します。

実施回数 115 回 120 回 118 回 78 回 7,042 6,585

ここ数年、新型コロナウイルス
の影響で、実施回数や参加人数
に影響が出ていたが、少しずつ
回復を取り戻している状況であ
り、コロナ禍で外出が困難で
あった親子に、集団生活をス
タートさせる為のサポートを行
う。今後も引き続き感染状況や
国・県の指針を踏まえながら、
安心安全な状態での実施を心が
ける。

2.継続

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

108 5-(2)
絵本の読み聞
かせの啓発

乳児期に絵本を読み聞かせ
ることは、子供にどのよう
に影響するのか、また、大
人は子供にどのような絵本
を与えたら良いのか、読み
聞かせの大切さや絵本の持
つ力についての啓発活動を
支援します。親子で楽しむ
手あそびとリズムあそび等
のリトミックの中で絵本を
読み聞かせし、読書への関
心を呼び起こします。
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（２）家庭と地域の教育力の向上　P.７３～P.７４　施策番号１０８～１１２

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

共育コ
ミュニ
ティ事業

4
・
9

か
所
・
校

4
・
9

か
所
・
校

4
・
9

か
所
・
校

4
・
9

か
所
・
校

590 1,273

各地域の清掃活動や見守り活動
など地域を大切にする思いを養
う取組や安心・安全のまちづく
りにつなげる取組が実施されま
した。
コミュニティスクールと地域共
育コミュニティと連携をはかり
ながら、引き続き学校・家庭・
地域をつなぐ役割として取り組
んでいきます。

2.継続

土･日曜日
事業情報

12 回 12 回 12 回 7 回 0 0
土日曜日事業情報の提供に努め
ます。

2.継続

生涯学習
人材バン
ク登録者
数

161 人 173 人 185 人 191 人 0 0
生涯学習人材バンク制度につい
て、さらに情報提供に努めま
す。

2.継続

111 5-(2)
読書活動推進
事業

学校教育課
読書活動推
進課

読書の重要性を多くの子供
を育てる世代の保護者に伝
え、家庭で子供と一緒に読
書をする時間を持ち、本を
中心として会話したり、記
録したりする取組を行いま
す。

学校図書
館（室）
等を月１
回以上利
用する児
童の割合

実施 100 % 100 % 100 % 0 0

　読書の重要性を保護者に伝え
るとともに、本を中心として会
話したり、記録したりする取り
組みを行う。

2.継続

110 5-(2)
家庭教育･地
域力の充実

生涯学習課

家庭教育における情報の提
供を図るとともに、学校・
家庭・地域との連携によ
り、子供たちに様々な活動
の機会や学習の場を提供し
ます。また、地域づくりや
コミュニティ活動を担う人
材や組織づくりの充実に努
めます。



（２）家庭と地域の教育力の向上　P.７３～P.７４　施策番号１０８～１１２

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

生涯学習課 61 回

年度末に実
績報告があ
るため、10
月末現在の
実績は不明

回 1,066 1,210

新型コロナウイルス感染症の影
響で実施できていない地区があ
ります。感染症対策を講じなが
ら引き続き事業を実施していき
ます。

2.継続

学校教育課
→学校支援
課

0 回 3 回 0 78

児童生徒が親子と触れ合うこと
で、命の重み、親に対する感謝
を再認識し、家庭のあり方や子
育ての大切さを学ぶ機会となる
よう「赤ちゃん教室」を実施す
る。赤ちゃんの体調などを考え
ると実施できる時期が限られ
る。

2.継続

回112 5-(2)
家庭教育支援
の場の充実

子育てや家庭教育について
不安や悩みを持っている保
護者が、身近な地域で家庭
教育支援（公民館や学校
等、地域の中で育まれるつ
ながりによる親としての学
びの支援）を受ける機会の
充実に努めます。

各地区で
実施され
た家庭教
育支援事
業

97 回 168
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（３）生きる力を養う教育環境の充実　P.７４～P.７７　施策番号１１３～１３４（再掲９７）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

113 5-(3)
幼稚園教育の
充実

学校教育課

公立幼稚園及び認定こども
園の教育活動及び教育環境
の充実のほか、幼稚園にお
ける子育て支援の充実に努
めます。

研究保育
実施率

100 % 100 % 100 % 100 % 0 0

　各園で研究保育を行い、研究
保育参観後、研究協議を行って
いる。引き続き各園で、研究保
育を行い、研究を深めていく。

2.継続

114 5-(3)

保幼小交流及
び研修会の充
実

学校教育課

幼稚園・保育所・認定こど
も園と小学校の職員が集ま
り、円滑な移行や卒園まで
の達成目標について協議す
るなどの研修を行います。
また、近隣の幼稚園・保育
所・認定こども園と小学校
とで交流を行います。

保幼小交
流及び研
修実施回
数

各校園
１ 回

各校園
4 回

各校園
３

回 各校園
３

回 0 0
　引き続き、積極的に交流す
る。

2.継続

115 5-(3)
幼稚園教諭の
資質向上

学校教育課

県から派遣された専門的な
知識・技能に基づく助言や
支援を行う幼児教育アドバ
イザーとともに、幼稚園教
諭の資質向上を図ります。

訪問園数 0 園 －

3
(岡山、西和

佐、雑賀
崎）

園 1
(岡山） 園 0 0

　今後も、県の計画訪問や支援
訪問を活用し、県から派遣され
た専門的な知識・技能に基づく
助言や支援を行う幼児教育アド
バイザーとともに、幼稚園教諭
の資質向上を図る。

2.継続

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)



（３）生きる力を養う教育環境の充実　P.７４～P.７７　施策番号１１３～１３４（再掲９７）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

学校教育課

教職員課

117 5-(3)
通学区域制度
の弾力化

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

子供の個性や適性に応じた
学校選択が可能となるよ
う、小・中学校に入学する
児童生徒を対象に、一定の
条件のもとで通学区域制度
の弾力化を実施します。

通学区域
協議会開
催数

1 回 － 回 0 回 0 回 0 10
引き続き地域の要望をもとに通
学区域の弾力化に努める。

2.継続

118 5-(3)

教育インター
ネットの利活
用

教育研究所

市内の小中学校をつなぐ情
報ネットワークを活用し、
各校での研究成果や発表な
どの情報や教育資料を共有
化し、教育指導や授業方法
等の多角化を図ります。

地域イン
フラネッ
トの整備
率

100 % 100 % 100 % 100 % 45,722 77,433

普段の授業の中でのインター
ネットの活用がさらに進んでき
ており、今年度は各学校のネッ
トワーク環境の強化を実施して
いる。また、ミドルリーダーグ
ループの研究も研究も継続して
実施している。

2.継続

116 5-(3)
幼児教育に関
する情報提供

公立幼稚園の情報など、幼
児教育についての情報提供
を行います。

園便りの
発行

100 % 100 %% 100 % 100 00
引き続き、各園の広報活動を積
極的に推進する。現在の発行率
を維持し、内容の充実を図る。

2.継続

53



54

（３）生きる力を養う教育環境の充実　P.７４～P.７７　施策番号１１３～１３４（再掲９７）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

119 5-(3)

明日の和歌山
市を築くジュ
ニア会議

学校教育課

中学生が市長や教育長と関
心の高い問題や時事的テー
マについて意見交換等を行
い、和歌山市政や社会全般
について関心を高め、学区
を越えた生徒同士の交流を
図り、将来進むべき方向に
ついて考える契機としま
す。

ジュニア
会議出席
学校数

18 校 18 校 0 校 18 校 0 0

コロナ禍のため、令和４年度は
実施できていなかったが、新型
コロナウイルス感染症の５類移
行に伴い、令和５年度は議会に
て実施する予定である。

2.継続

年間派遣
回数
（小学
校）

10 回 12 回 12 回 12 回

年間派遣
回数
（中学
校）

8 回 12 回 12 回 12 回

教育用コ
ンピュー
ター１台
あたりの
児童数

4 人 1 人 1 人 1 人

教員の校
務用コン
ピュー
ター整備
率

100 % 100 % 100 % 100 %

49,40947,406

ALTの先生が各小学校及び中学
校を訪問し、小学校では担任の
先生または英語専科の先生、中
学校では教科担任の先生とペア
で授業をしている。生徒の聞
く、読む、話す、書くの４つの
技能の向上を目指して、ネイ
ティブな英語に触れる機会を作
り、実際のコミュニケーション
にできるだけ近い環境で、生徒
がコミュニケーションを取るこ
とができるようにすることに寄
与している。ALTの人数は９人
のため、学校に訪問できる時間
や期間が限られているため、よ
り効果的に活用して行くために
は、人数をできるだけ増やすこ
とが必要である。

2.継続

121 5-(3)

情報教育環境
の整備と情報
教育の推進

教育研究所

児童生徒が課題や目的に応
じて情報手段を適切に活用
することができるよう、情
報教育環境及び指導環境の
充実を図ります。

授業でより効果的にICT機器の活
用を進めていくために、教員へ
のICT活用のための研修を実施
し、タブレット端末やICT機器等
の活用指導力の向上に務めた。

2.継続669 892

5-(3)
国際理解教育
の推進

学校教育課

小・中学校の各クラスに外
国語指導助手（ALT)を派遣
し、子供たちのコミュニ
ケーション能力の育成を図
るとともに、異文化に対す
る理解や国際感覚を深める
ことを推進します。

120



（３）生きる力を養う教育環境の充実　P.７４～P.７７　施策番号１１３～１３４（再掲９７）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

122 5-(3)
環境教育の推
進

学校教育課

自然保護やリサイクルなど
の資源の再利用についての
理解を深め、環境やアメニ
ティに配慮するなどの環境
教育を推進します。

環境教育
の実施率

100 % 100 % 100 % 100 % 26,369 27,322

　各学校で年間を通して取り組
んでいる活動であるため、計画
的に実施できている。今後も継
続して取り組んでいく。

2.継続

123 5-(3)
6-(2)

子供の居場所
づくり

生涯学習課

学校・家庭・地域社会が連
携して、子供の「生きる
力」を育成するために、休
業土曜日の午前時間を活用
し、学校施設の開放、学校
支援ボランティアなど地域
の教育力の活用を図りま
す。

小学校区
子どもセ
ンター開
設率

100 % 100 % 69 %

年度末に
実績報告
の提出が
あるた

め、10月
末現在の
実績は不

明

% 4,943 7,140

校区子どもセンター事業は、地
域のボランティアの方にも支え
られ、活動をしています。今年
度は、運営に必要な情報を共有
するため、各校区運営委員長交
流会を実施しました。他校の事
業内容、やり方が聞けたと好評
でした。今年度は、５類感染症
に引き下げられたこともあり、
「体験活動」「土曜教室」「学
校施設開放」を各校、年間計画
に基づき実施しています。

2.継続

55



56

（３）生きる力を養う教育環境の充実　P.７４～P.７７　施策番号１１３～１３４（再掲９７）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

教職員課

学校教育課

教育研究所
教員研修
受講者数

4,705 人 5,000 人 3,586 人 3,025 人 5,648 7,286

今年度は、対面での研修を再開
し、参加教員同士が意見を交換
したり、各学校での実践を報告
したりと各々が今後の授業につ
ながるような研修を実施してい
る。また、オンラインやオンデ
マンドなどを生かし、当日参加
できなかった教員にも参加しや
すいように実施形態を柔軟にし
て参加しやすい研修になるよう
取り組んでいる。

2.継続

125 5-(3)

私立幼稚園等
と小学校の情
報共有

学校教育課

私立幼稚園等と小学校が連
絡を密にとり、子供の発達
の姿、指導の方法等につい
て相互理解を深め、連携・
交流の機会をより充実する
ことで子供たちの小学校等
への滑らかな接続に生かし
ます。

私立幼稚
園等との
情報共有

随時 随時 随時 随時 0 0

　今後も、連携・交流の機会を
より充実するように努め、子供
たちの小学校等への滑らかな接
続に生かす。

2.継続

2.継続

124 5-(3)
信頼される学
校づくり

コミュニティ・スクールを
通し地域とともにある学校
づくりを進め、学校評価を
行うことで、教育の充実を
図るとともに、信頼される
学校を目指します。

学校評価
実施校

100 % 100 %100 %

学校の取組をわかりやすく発信
していた。今後は、より多くの
保護者や地域の方々の理解と信
頼を得ながら、目的意識を持っ
て児童生徒を育てていかなけれ
ばならない。

100 % 347 347



（３）生きる力を養う教育環境の充実　P.７４～P.７７　施策番号１１３～１３４（再掲９７）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

126 5-(3)

地域の安全・
安心教育の実
施

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

安全を確かめ、危険回避が
できる正しい判断力と行動
力を身につけ、災害時に
は、適切な避難行動がとれ
るよう、防災教育の実施を
推進します。また、保護者
や地域と協同した訓練を実
施することで児童生徒の自
助・共助の意識を高めま
す。

地域や他
の学校園
と連携し
た防災訓
練の実施
校数

41 校 57 校 43 校 40 校 0 0

災害時や緊急時に適切な行動が
とれるように各学校で定期的に
訓練を行い、児童生徒の自助・
共助の意識を高めている。

2.継続

127 5-(3)
6-(1)

特別支援教育
児童生徒指導
事業

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

障害のある幼児児童生徒の
適正な学びの場について審
議を行います。また就学に
関する相談も実施します。

学びの場
について
審議・相
談の実施
率

100 % 100 % 100 % 100 % 1,035 1,488

在籍児童生徒の教育支援委員会
での審議は、例年通り在籍校の
学校長からのヒアリングを中心
に行った。２１９件と昨年度か
ら約３０件増加し、審議に大変
時間がかかった。また新入児、
在籍児童生徒共に、学校からの
情報提供が十分行えていない。

2.継続

128 5-(3)

特別支援教育
支援員派遣事
業

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

発達障害のある児童生徒に
対し、学習上、生活上の支
援を行う特別支援教育支援
員及び介助員を派遣しま
す。

支援員及
び介助員
の配置率

57.0 % 80 % 88 % 95.6 % 147,887 160,981

支援を必要とする児童生徒は
年々増加しており、1校に1人配
置では手が回らない状況にあ
る。全校に配置できるよう取り
組む。

2.継続

57



58

（３）生きる力を養う教育環境の充実　P.７４～P.７７　施策番号１１３～１３４（再掲９７）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

子ども支援
センター

スクール
ソーシャ
ルワー
カー配置
校数

10 校

18
（全中
学校
区）

校 18 校 18 校 11,966 12,935 2.継続

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

スクール
カウンセ
ラー
配置校

全小・
中学校
に配置

全小・
中学校
に配置

全小中学
校・市立高
等学校に配
置

全小中学
校・市立高
等学校に配
置

1510
（市高のみ）

1542
（市高のみ）

2.継続

子ども支援
センター

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

131 5-(3)
6-(1)

適応指導教室
による支援

子ども支援
センター

不登校の子供のためのふれ
あい教室を設置し、子供や
保護者への援助、自立に向
けての支援を行います。

教室開室
日数

215 日 － 日 216 日 130 日 18,082 19,850

今年度10月末の通級生数は110
名。昨年度の同時期と比べ23名
増となっている。適応指導教室
における学習支援（ICTの活用を
含む）・体験活動の充実を図る
ことで、学校復帰・社会的自立
に向けての支援を継続していま
す。増加する不登校児童生徒に
おいて、相談、見学、入級で本
センターと繋がる児童生徒が増
えるよう、今後も周知を図って
いきます。

2.継続

130 5-(3)
6-(1)

不登校やいじ
めに関する対
策

電話や来所による教育相談
を行い、不登校の子供や保
護者、教職員への支援を行
います。また、不登校やい
じめに関する効果的な方策
について検討します。

相談回数

129 5-(3)
6-(1)

学校教育相談
体制の充実

いじめや不登校及び児童生
徒の生活上の課題に適切な
対応ができるよう、学校や
関係機関との連携による支
援体制づくりを推進しま
す。

（小中学校）
カウンセリングの手法で児童生
徒に対する相談のほか、保護者
や教職員に対する相談、教職員
等への研修、事件・事故・災害
等の緊急対応における被害児童
生徒の心のケアを行います。
（市高）
カウンセリングの手法で児童生
徒に対する相談のほか、保護者
や教職員に対する相談、教職員
等への研修、事件・事故・災害
等の緊急対応における被害児童
生徒の心のケアを行います。

児童生徒、保護者、教職員等か
らの電話相談や来所相談を行い
ます。また、各小中学校と関係
機関が連携しながらいじめをな
くすための取組を推進します。
子どもの教育上の悩みや心配事
に対して、子どもの状況等につ
いて十分な実態把握を行うとと
もに、適切な指導や助言を実施
することによって生きることの
包括的支援に取組みます。

2.継続16,231 17,350回 1426 回1,591 回 － 回 1,794



（３）生きる力を養う教育環境の充実　P.７４～P.７７　施策番号１１３～１３４（再掲９７）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

132 5-(3)
非行防止のた
めの推進

少年セン
ター

地域の少年補導委員会によ
る多様な非行防止活動を行
います。また、街頭での喫
煙飲酒行為、深夜徘徊等の
問題行動をしている子供に
対して非行防止や健全育成
のための適切な指導を行う
とともに、自立や立ち直り
を図るための電話・面談に
よる相談を行います。

街頭補導
実施回数

154 回 170 回 214 回 137 回 0 0

子供たちの健全育成のため、
ゲームセンターや大型商業施設
等へ街頭補導を行った。
相談活動については小中学生や
保護者に実施し、非行防止や健
全育成のための適切な指導を行
うとともに、自立や立ち直りを
図るための支援を行った。ま
た、学校からの依頼により相談
に来た子供の様子を見に行っ
た。引き続き、街頭補導や相談
活動に力を注いでいきたい。

2.継続

133 5-(3)
学校、警察と
の連携

少年セン
ター

学校・警察補導連絡協議会
による情報交換や合同補導
活動を実施します。

実施回数 40 回 40 回 40 回 22 回 0 0

月に１回、北・西・東署管内に
分かれて学校・警察補導連絡協
議会を実施し、学校、警察、市
教委、県教委、児相、少年セン
ターが情報交換を行い、健全育
成のための連携を図ることがで
きた。今後、学校・警察補導連
絡協議会を更に向上していくた
めに、子ども総合支援セン
ター、法務少年支援センターと
の連携を推進していく。

2.継続
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60

（３）生きる力を養う教育環境の充実　P.７４～P.７７　施策番号１１３～１３４（再掲９７）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

134 5-(3)
スポーツ環境
の充実

生涯学習課
スポーツ活動を通じ、子供
たちのこころとからだを育
てます。

スポーツ
少年団数

112
団
体

115
団
体

102
団
体

94
団
体

1,060 1,060

野球（３０団）、剣道（１９団）、
サッカー（１６団）、バレーボール
（１４団）、柔道（３団）、空手
（１団）、少林寺（７団）、チャン
バラ（１団）、バドミントン（１
団）、バトントワリング（１団）、
バスケットボール（１団）の登録が
ありました。
　少子化に伴い子供の登録数が減少
傾向にあります。また、指導者も減
少傾向にあり、団体の統廃合につな
がっています。引き続き、子どもに
豊かなスポーツ活動を提供するた
め、スポーツ、レクリエーションの
充実を図るとともに、指導者への講
習の受講等を呼びかけ子どもたちが
スポーツにより関心を持つよう努め
ます。

2.継続

97 4-(3)
5-(3)

日本語指導の
支援（再掲）

子ども支援
センター

外国籍児童生徒に対して、
日本語指導のボランティア
を学校に派遣し、学校生活
になじめるよう、支援しま
す。

ボラン
ティア派
遣要請充
足率

100 % 100 % 100 % 75 % 1,379 1,827

要請のあった学校については、
該当児童生徒の担任と管理職、
ボランティア、子ども支援セン
ター担当者が支援内容や配慮事
項の詳細について話し合い、共
通理解を深めた上で児童生徒を
支援しているが、要請数の増加
により現時点で未配置の状況も
ある。再度広報誌でのボラン
ティア募集を行います。

2.継続



（４）子供・若者の健全育成体制の充実　P.７８　施策番号１３５～１４０

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

135 5-(4)
健全育成体制
の充実

青少年課

子供・若者の健全な育成を
市民総ぐるみで推進するこ
とを目的に、この趣旨に賛
同する人や青少年団体、関
係機関により和歌山市青少
年育成市民会議を組織し、
青少年健全育成の推進を図
ります。

少年メッ
セージ和
歌山市大
会の作文
応募者数

1,470 人 1,500 人 1,485 人 1,350 人 1,649 1,734

開催の日程が春先のため、令和
５年度においても、令和４年度
に引き続き、新型コロナウイル
スの影響により来賓等の規模を
縮小しましたが、事業は実施す
ることができました。青少年健
全育成に関係する団体や関係機
関と連携を図り、引き続き健全
育成を推進していきます。

2.継続

136 5-(4)
青少年団体の
育成

青少年課

地域活動連絡協議会、子ど
も会連絡協議会、青年団体
協議会等、子供・若者の健
全な育成と青少年教育の振
興を目的とした活動団体を
支援します。

支援団体
数

136
団
体

138
団
体

69
団
体

70
団
体

26,992 28,140

新型コロナウイルスの影響が少
なく、感染対策を講じながら、
活動できるようになりました
が、児童数の減少により団体数
そのものが減少となっておりま
す。今後も引き続き地域活動連
絡協議会を始めとする活動団体
を支援していきます。

2.継続

137 5-(4)
健全育成対策
の充実

青少年課

子供を心身ともに健全に育
成できるよう、青少年育成
推進員等連絡協議会を中心
に、関係団体、関係機関が
連携し、青少年活動指導者
の育成等を通じて地域社会
が一体となり、健全育成対
策を推進します。

協議会開
催数

4 回 4 回 1 回 0 回 31,043 33,826

令和５年度当初は新型コロナウ
イルスの影響によりほとんど活
動ができていませんが、後半は
適切な予防措置を取りながら開
催は行う予定です。今後も青少
年の健全育成を図るため、青少
年育成推進員等連絡協議会を始
めとする関係機関と引き続き連
携し、活動を行っていきます。

2.継続

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)
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62

（４）子供・若者の健全育成体制の充実　P.７８　施策番号１３５～１４０

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

138 5-(4)

子供にとって
有害な環境・
情報等の点検
及び浄化活動

少年セン
ター

子供にとって有害な図書、
ＤＶＤ、玩具、タバコ等の
販売について関係機関と協
力して浄化に努めます。

有害図書
点検・浄
化活動
実施店舗
数

55
店
舗

200
店
舗

209
店
舗

118
店
舗

0 0

引き続き、有害図書・DVD・玩
具・タバコ等の販売について、
関係機関と協力・連携しながら
浄化に努めていく。

2.継続

139 5-(4)
PTA連合会活
動の推進

生涯学習課

児童生徒の福祉の増進と学
校教育の振興に寄与すると
ともに、会員相互の研修と
連絡協議を行うことを目的
にＰＴＡ連合会の様々な活
動を支援し推進します。ま
た、子供の健全育成のた
め、講演等を通じて家庭教
育・人権教育のあり方や学
校との連携について研修を
深め、家庭や地域の教育力
を高めます。

PTA連合会数 3
団
体

3
団
体

3
団
体

3
団
体

666 666

公立幼稚園・こども園、小学
校、中学校PTA連合会で、それ
ぞれ研修会や定期的に連絡協議
会等を実施しています。引き続
き、連携・協力をしながら活動
の推進を図っています。

2.継続



（４）子供・若者の健全育成体制の充実　P.７８　施策番号１３５～１４０

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

少年セン
ター

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

子ども支援
センター 0 0

和歌山市いじめ不登校問題に関
する検討委員会で検討された
SNSに関する啓発リーフレット
を、各保護者に配布していま
す。

2.継続

56140 5-(4)

インターネッ
ト上の有害情
報対策の推進

スマートフォン等の携帯電
話からインターネット接続
に対応するため、有害情報
の閲覧防止に向けて保護者
や青少年等への啓発に努め
ます。また、家庭・学校・
地域と連携しながら、携帯
電話の使用に関するルール
を決め、遵守の徹底に努め
ます。

情報モラ
ル教室実
施校数

校 70 校 校 校49 34

0

市内７１校（小中高）のうち情
報モラル教室（小学校１４校、
中学校１４校、高等学校３校、
保護者向き４校）からの依頼が
あり実施した。引き続き、学校
や地域からの依頼を受け、実施
していく。

2.継続0
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64

（５）ひきこもり対策支援や相談体制の充実　P.７９　施策番号１４１～１４３

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

141 5-(5)
子供・若者相
談支援の充実

青少年課

和歌山市子ども・若者支援
庁内連絡会議を中心に、関
係各課の連携を密にして相
互理解を図ります。また、
「総合相談窓口若者サポー
トステーションWith You わ
かやま」の周知に努め、利
用促進を図ります。

サポステ
登録者数

329 人 350 人 306 人 156 人 0 0

子ども・若者支援庁内連絡会議
を継続して行い、庁内での連携
を図っていきます。就労援助に
加え総合相談窓口としての機能
を持つ若者サポートステーショ
ンwithyouとの連携を深め、若者
支援を進めます。

2.継続

142 5-(5)

ひきこもり者
への相談支援
の充実

保健対策課

和歌山県ひきこもり地域支
援センターなどと連携しな
がら、ひきこもり者への相
談支援を充実するととも
に、相談者に適切な専門機
関を紹介します。また、和
歌山市ひきこもりサポート
事業として、ひきこもりに
特化した相談支援について
地域の事業所に委託しひき
こもり支援拠点を設置しま
す。

ひきこも
りに関す
る相談件
数

108 件 － 件
482

(委託先分
547）

件
138

(委託先分
228）

件
０

（委託料
3,000）

０
（委託料
6,434）

ひきこもり支援については、相
談の拠点、また関係機関との連
携や協力が必要であり、今後も
支援の充実に向けた取組を行
う。

2.継続

143 5-(5)

ひきこもり者
へのアウト
リーチによる
相談支援

保健対策課

ひきこもり等への支援にお
いて、必要に応じて家庭へ
の訪問支援を行うことがで
きるよう、方法や体制の整
備に努めます。

ひきこも
り者への
訪問件数

47 件 － 件 47 件 38 件 0 0

ひきこもり支援については、相
談の拠点、また関係機関との連
携や協力が必要であり、今後も
支援の体制整備とともに充実に
向けた取組を行う。

2.継続

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)



（６）若者の就労支援対策の充実　P.７９　施策番号１４４～１４５

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

144 5-(6)
6-(2)

若者への就労
支援の推進

産業政策課

市内企業への理解を深めて
もらえるよう、合同企業説
明会や企業見学会等を開催
し、若者の就労を支援しま
す。

就業支援
事業開催
数

2 回 5 回 6 回 2 回 858 658

オンライン対応等検討しながら
合同企業説明会等を実施するこ
とで、若者の市内企業への就労
を支援する。令和6年度も継続し
て実施していく。

2.継続

「将来の夢
や目標を
持ってい
る」と答え
る児童生徒
の割合

小学校

85.5 % 90 % 79 % 80.7 %

「将来の夢
や目標を
持ってい
る」と答え
る児童生徒
の割合

中学校

66.7 % 70 % 66 % 64.3 %

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

145 5-(6)
キャリア教育
の推進

学校教育課

小学校で、働く人々との交
流や職場（社会）見学を実
施するとともに、中学校で
は、公共施設や企業等と連
携した職業体験活動等を行
い、将来を見据えた勤労
観・職業観を形成し、自ら
の将来に夢や目標を持てる
ような啓発に努めます。

2.継続0 235

新型コロナウイルス感染症の流
行し、それにより、受け入れる
事業所の減少等に伴い、職場体
験を中止する学校がほとんどで
あった。しかし、新型コロナウ
イルス感染症の５類移行に伴
い、少しずつではあるが、職場
体験への参加を進める学校が増
えてきている。
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（７）思春期からの健康づくり　P.８０　施策番号１４６～１４９

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

保健給食管
理課 100 % 100 % 0 0

【実施状況】
心身の発育・発達と健康、性感染症
等の予防に関する知識を身につけ、
生命の尊重や自己及び他者の個性を
尊重するとともに、望ましい人間関
係を構築することを重視し、相互に
関連付けて指導を行った。

【課題】
集団指導では発達段階に応じた指導
を行い、個人差が見られる内容にお
いては個別指導をあわせて実施する
ことが必要である。

【今後の取組方針】
引き続き、性教育の充実を図る。

2.継続

学校教育課 100 % 100 % 0 0

小学校体育科及び中学校保健体
育科の中で取り扱っている。少
年センター以外にも、外部団体
にゲストティーチャーを依頼し
て取り組んでいる学校もある。

2.継続

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

% 100 %5-(7)
学校における
性教育の充実

性に関する基礎的・基本的
な内容を児童生徒の発達の
段階に即して正しく理解
し、人間関係や性に関する
諸課題に対して適切な意思
決定や行動選択ができる態
度が養われるよう性教育の
充実を図ります。

小中学校
性教育実
施率

100146



（７）思春期からの健康づくり　P.８０　施策番号１４６～１４９

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

学校教育課

少年セン
ター

保健給食管
理課 85.5 29 0 0

【実施状況】
喫煙、飲酒、薬物乱用による健
康や社会への悪影響を理解させ
るための健康教育の充実を図る
とともに薬物乱用防止教育を実
施した。

【課題】
新型コロナウイルス感染症の影
響により、実施を見合わせる学
校があった。

【今後の取組方針】
引き続き、感染症対策を講じた
上で、薬物乱用防止教室を開催
する必要性について周知してい
く。

1.充実

147 5-(7)

学校における
喫煙防止、飲
酒防止、薬物
乱用防止教育
の充実

喫煙、飲酒、薬物乱用によ
る健康や社会への悪影響を
理解させるための健康教育
の充実を図るとともに、薬
物乱用防止教育を実施しま
す。

薬物乱用
防止教室
実施率
（小・
中・高
校）

91 % 100 %

16（少年セ
ンター実施
分）

   5（少年セ
ンター実施
分） %%

市内７１校（小中高）のうち薬
物乱用防止教室（中学校３校、
高等学校１校）からの依頼があ
り実施した。引き続き、学校か
らの依頼を受け、実施してい
く。

2.継続0 0
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68

（７）思春期からの健康づくり　P.８０　施策番号１４６～１４９

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

148 5-(7)

エイズ
(AIDS)、性感
染症(STI)、性
教育出前講座
の開催

保健対策課

性の自己決定及び性感染症
（STI）予防を目的として中
高校生等を対象に思春期講
座を実施します。

出前講座
回数

5 回 7 回 3 回 3 回 1,660 1,914

７月に出前講座を実施。
世界エイズデーに合わせて市内
商業施設で啓発イベントを実施
するとともに、学校等にパンフ
レットを送付。またSNSで、エ
イズに関する情報を発信し、啓
発を実施する。

2.継続

出前講座
回数

10 回 増加 10 回 5 回

出前講座
受講者数

493 人 増加 139 人 184 人

ゲート
キーパー
養成講座
受講者数

220 人 増加 164 人 112 人

149 5-(7)
自殺対策の推
進

保健対策課

地域におけるこころの健康
づくりや相談体制の充実を
図るとともに、ゲートキー
パーの育成に努めます。

0 0

実施形態は、対面に限らず、
zoomの活用等により実施してい
る。自殺対策の推進において
ゲートキーパー養成は引き続き
重点的に取組む必要がある。

2.継続



（８）次代の親育成の推進　P.８０　施策番号１５０

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

150 5-(8)

赤ちゃんふれ
あいプロジェ
クト（赤ちゃ
ん教室）

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

児童生徒が親子とふれあう
ことで、命の重み、親に対
する感謝を再認識し、家庭
のあり方、子育ての大切さ
を学ぶ機会を提供します。

小・中学
校実施回
数

1 回

小・中
学校合
わせて

18

回 0 回 3 回 0 78

小学校1回中学校2回、開催し
た。学校や参加した保護者から
好意的な意見を得ているが、赤
ちゃんの体調等を考慮すると開
催できる時期が限られ、目標の
１８回を実施することが難し
い。

2.継続

５　子供・若者の育成支援の充実　P.７２～P.８０

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)
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70

（１）教育の支援　P.８１～８２　施策番号１５１～１５３（再掲２４、３７、４５、４９、１２７、１２９、１３０、１３１）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

151 6-(1) 学習支援

生活支援課
（策定時）
→生活支援
第２課

生活困窮家庭の子供の学力
の向上を図るため、任意事
業である子供の学習・生活
支援事業の実施について、
前向きに進めていきます。

学習支援受
講者数

30 人 7 人 9 人 2,968 2,968

教育部門等他機関と連携をとり
ながら、引き続き子どもの学習
支援や生活支援（居場所づく
り）を実施します。

2.継続

152 6-(1)
子供の貧困に
関する啓発

子育て支援
課

子供の貧困の信号を早期に
発見し、適切な支援につな
げるためのツールとして、
学校や民生委員等に活用し
てもらうためのリーフレッ
トを作成します。

配布数 － － 部 － 部 0 0

引き続き、リーフレットを窓口
等に設置し、啓発に努めるとも
に、子供の貧困問題に対する最
近の情報に注視し、庁内で情報
共有していく。

2.継続

153 6-(1)

文化芸術によ
る子供育成総
合事業

学校教育課

子供たちに質の高い文化芸
術を鑑賞・体験する機会の
確保や芸術家による計画
的・継続的なワークショッ
プ等の実施により、子供た
ちの豊かな創造力・想像力
や、思考力、コミュニケー
ション能力などを養いま
す。

実施回数 23 回 － 回 20 回

事業実施
団体と学
校とが直
接やり取
りするよ
うになっ
たため、
把握でき
ない。

回 0 0

子供たちに質の高い文化芸術を
鑑賞・体験する機会の確保や芸
術家による計画的・継続的な
ワークショップ等が行えるよ
う、事業の募集開始を学校へ知
らせる。

2.継続

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)



（１）教育の支援　P.８１～８２　施策番号１５１～１５３（再掲２４、３７、４５、４９、１２７、１２９、１３０、１３１）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

保健給食管
理課

学校教育課

37 2-(3)
6-(1)

地域とともに
ある学校づく
り（再掲）

学校教育課

各学校がコミュニティ・ス
クールを通して家庭や地域
社会と連携・協働しながら
子供たちの成長を支え「地
域とともにある学校づく
り」を進めます。また、学
校運営に地域の声を積極的
に生かし、地域と一体と
なって特色ある学校づくり
を進めていきます。

学校開放月
間中の来校
者数

46,088 人 55,000 人 26,884 人 28,123 人 347 347

今後も各学校がコミュニティ・
スクールを通して家庭や地域社
会と連携・協働しながら子供た
ちの成長を支える「地域ととも
にある学校づくり」に努める。
また、学校運営に地域の声を積
極的に生かし、地域と一体と
なって特色ある学校づくりに努
める。

2.継続

2624 1-(2)
6-(1)

学校における
食育の推進
（再掲）

学校教育活動全体を通し
て、学校における食育の推
進を図り、食に関わる資
質・能力の育成を目指しま
す。また、食事環境の整
備、献立内容の充実、給食
指導の推進、家庭との連携
の強化等、学校給食のより
一層の充実を図るなど、学
校における食育を推進しま
す。

行事食や地
産地消の日
の給食の提
供回数

【実施状況】
食事環境の整備、献立内容の充
実、給食指導の推進、家庭との
連携の強化等、学校給食のより
一層の充実を図るなど、学校に
おける食育を推進している。

【課題】学校給食を通じて食育
の一つの手段として地産地消を
推進しているが、「地産地消の
日」の市内産農産物の品目が少
なく、献立に取り入れにくい。
また、予定していた農産物が手
に入らない場合もある。

【今後の取組方針】
今後も継続して食育を推進して
いく。

2.継続23 2326 回 13 回回 26 回
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（１）教育の支援　P.８１～８２　施策番号１５１～１５３（再掲２４、３７、４５、４９、１２７、１２９、１３０、１３１）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

45
2-(4)
6-(1)
6-(4)

就学援助（再
掲）

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

経済的な理由により就学が
困難な児童生徒の保護者に
対し、学用品費、給食費、
修学旅行費などの援助を行
います。

支給人数 4,298 人 － 人 4,128 人 3,840 人 156,866 184,465

引き続き、就学援助制度の周知
徹底に努め、また、今後も学用
品費等の支給単価を国基準並み
で維持していきたい。

2.継続

保育こども
園課

23,911 件 12,424 件 464,339 467,311

障害者支援
課

396 件 411 件 0 0

教育政策課 件 件

127 5-(3)
6-(1)

特別支援教育
児童生徒指導
事業（再掲）

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

障害のある幼児児童生徒の
適正な学びの場について審
議を行います。また就学に
関する相談も実施します。

学びの場に
ついて審
議・相談の
実施率

100 % 100 % 100 % 100 % 1,035 1,488

在籍児童生徒の教育支援委員会
での審議は、例年通り在籍校の
学校長からのヒアリングを中心
に行った。２１９件と昨年度か
ら約３０件増加し、審議に大変
時間がかかった。また新入児、
在籍児童生徒共に、学校からの
情報提供が十分行えていない。

2.継続

49 2-(4)
6-(1)

幼児教育・保
育の無償化
（再掲）

幼稚園、保育所、認定こど
も園を利用する３歳から５
歳までの児童及び０歳から
２歳までの住民税非課税世
帯の児童の利用料を無償化
します。認可外保育施設等
を利用する保育の必要性が
あると認定された児童につ
いても、一定の上限月額の
もと、その利用料を無償化
します。また、満３歳に
なって初めての４月１日か
ら就学前の障害児の発達支
援についても、障害児通所
施設の利用料を無償化しま
す。

対象者への
実施数

件 － 件

幼児教育・保育の無償化に伴う
施設等利用費の給付や児童発達
支援等の利用者負担の無償化を
引き続き実施します

2.継続



（１）教育の支援　P.８１～８２　施策番号１５１～１５３（再掲２４、３７、４５、４９、１２７、１２９、１３０、１３１）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

子ども支援
センター

スクール
ソーシャル
ワーカー配
置校数

10 校

18
（全中
学校
区）

校 18 校 18 校 11,966 12,935 2.継続

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

スクールカ
ウンセラー
配置校

全小・
中学校
に配置

全小・
中学校
に配置

全小中学
校・市立高
等学校に配
置

全小中学
校・市立高
等学校に配
置

1510
（市高のみ）

1542
（市高のみ）

2.継続

子ども支援
センター

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

129 5-(3)
6-(1)

学校教育相談
体制の充実
（再掲）

いじめや不登校及び児童生
徒の生活上の課題に適切な
対応ができるよう、学校や
関係機関との連携による支
援体制づくりを推進しま
す。

130 5-(3)
6-(1)

不登校やいじ
めに関する対
策（再掲）

電話や来所による教育相談
を行い、不登校の子供や保
護者、教職員への支援を行
います。また、不登校やい
じめに関する効果的な方策
について検討します。

相談回数 1,591 回 － 回 1,794 回 1,426 回

（小中学校）
カウンセリングの手法で児童生
徒に対する相談のほか、保護者
や教職員に対する相談、教職員
等への研修、事件・事故・災害
等の緊急対応における被害児童
生徒の心のケアを行います。
（市高）
カウンセリングの手法で児童生
徒に対する相談のほか、保護者
や教職員に対する相談、教職員
等への研修、事件・事故・災害
等の緊急対応における被害児童
生徒の心のケアを行います。

2.継続20,002 22,284

児童生徒、保護者、教職員等か
らの電話相談や来所相談を行い
ます。また、各小中学校と関係
機関が連携しながらいじめをな
くすための取組を推進します。
子どもの教育上の悩みや心配事
に対して、子どもの状況等につ
いて十分な実態把握を行うとと
もに、適切な指導や助言を実施
することによって生きることの
包括的支援に取組みます。
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（１）教育の支援　P.８１～８２　施策番号１５１～１５３（再掲２４、３７、４５、４９、１２７、１２９、１３０、１３１）

番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

131 5-(3)
6-(1)

適応指導教室
による支援
（再掲）

子ども支援
センター

不登校の子供のためのふれ
あい教室を設置し、子供や
保護者への援助、自立に向
けての支援を行います。

教室開室日
数

215 日 － 日 216 日 130 日 18,082 19,850

今年度10月末の通級生数は110
名。昨年度の同時期と比べ23名
増となっている。適応指導教室
における学習支援（ICTの活用を
含む）・体験活動の充実を図る
ことで、学校復帰・社会的自立
に向けての支援を継続していま
す。増加する不登校児童生徒に
おいて、相談、見学、入級で本
センターと繋がる児童生徒が増
えるよう、今後も周知を図って
いきます。

2.継続



番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

154 6-(2)

ひとり親を対
象とした相談
の実施

こども家庭
課

ひとり親家庭の親を対象と
した子供を監護・教育する
ために必要な養育費等につ
いて弁護士による相談を実
施します。

ひとり親
を対象と
した相談
件数

21 件 30 件 33 件 33 件 363 396

ひとり親家庭の養育費確保の促
進を図るため、関係部署との連
携を図るなど、より一層制度周
知を行い、ひとり親家庭の生活
の安定を促進する。

2.継続

子育て支援
課 0 0

民間団体からの助成金や食材提
供の案内を行った。
また、子供食堂の本市把握団体
も１８団体に増え、今後、さら
に子供食堂へのネットワーク強
化や支援の充実を図っていく必
要がある。

2.継続

生涯学習課 0 0

令和５年度も令和４年度と同じ
ペースでコミュニティセンター
の使用料の減免を通して、子供
食堂の運営を支援することがで
きている。今後も引続き支援を
継続していく。

2.継続

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（２）生活の支援　P.８３～８７　施策番号１５４～１５５
（再掲１、３、４、６、７、１１、１３、１４、２２、２８、７１、７３、７５、７８、７９、８０、８２、８４、８８、１２３、１４４）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

9
団
体

－
団
体

155 6-(2)

子供食堂（子
供の居場所）
への支援

「子供食堂（子供の居場
所）」の開催状況などの情
報を発信するとともに、運
営に必要な地域資源（食材
や物資など）を提供する団
体等との連携を支援しま
す。また公共施設を利用し
て子供食堂等を開催する運
営団体に対し利用料を減免
し、安心安全な子供食堂が
運営できるよう支援しま
す。

支援団体
数

18
団
体

14
団
体
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番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（２）生活の支援　P.８３～８７　施策番号１５４～１５５
（再掲１、３、４、６、７、１１、１３、１４、２２、２８、７１、７３、７５、７８、７９、８０、８２、８４、８８、１２３、１４４）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

1 1-(1)
6-(2)

子育て世代包
括支援セン
ター事業（再
掲）

地域保健課

市内４保健センター内に子
育て世代包括支援センター
を設置し、妊娠届出の受理
及び母子健康手帳等の交付
を行うとともに、助産師等
の専門職による面接を実施
し、妊産婦及び乳幼児に包
括的な支援を行うことによ
り、妊娠期から子育て期に
わたる切れ目のない支援を
実施します。

相談件数 4,369 件 － 件 4,930 件 2,848 件 14,198 14,441

出産・子育て応援給付金事業の
開始に伴い、令和5年2月より伴
走型相談支援を開始。新たな取
り組みとして、妊娠7か月頃の妊
婦に対してアンケートを実施
し、希望者には出産までに面談
を行っている。

2.継続

3 1-(1)
6-(2)

妊産婦健康診
査（再掲）

地域保健課

妊娠中の健康管理のため、
14 回の妊婦健康診査や超音
波検査、血液検査の費用を
助成するとともに産後うつ
等の予防のため産婦健康診
査費を助成します。また、
妊娠届出時に、妊産婦健康
診査の受診を勧奨します。

受診率 97.4 % 100 % 97.6 % 97.4 % 298,351 272,857

現在の公費負担回数を維持する
とともに、公費負担の対象検査
を拡大するなど健診内容充実に
努めていく。
令和２年度より分娩前妊婦の
PCR検査あり。

2.継続

4 1-(1)
6-(2)

助産施設入所
事業の実施
（再掲）

こども総合
支援セン
ター

経済的な理由等により助産
を受けられない妊産婦に対
し、助産施設での入院・出
産を支援します。

入所者数 11 人 － 10 人 5 人 4,678 7,525

経済的な理由等により助産を受
けられない妊産婦に対し、助産
施設での入院・出産を支援しま
す。

2.継続



番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（２）生活の支援　P.８３～８７　施策番号１５４～１５５
（再掲１、３、４、６、７、１１、１３、１４、２２、２８、７１、７３、７５、７８、７９、８０、８２、８４、８８、１２３、１４４）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

実施件数
（ショー
トステ
イ）

11 件 － 件 24 件 21 件 1,077 1,380

実施件数
（ディ
サービス
型）R4年
度から

件 件 31 件 28 件 760

実施件数
（訪問）

222 件 － 件 195 件 104 件 232 760

こんにち
は赤ちゃ
ん事業訪
問率

70.3 % 80.0 % 84 % 61.7 %

新生児訪
問数

654 件 － 件 476 件 374 件

・年々利用希望者は増加傾向で
あり、今後はアウトリーチ型の
実施も検討していく必要があ
る。

・訪問については、産婦健診に
より把握した訪問が必要な産婦
に対して実施。引き続き実施し
ていく。

2.継続6 1-(1)
6-(2)

産後ケア事業
（再掲）

地域保健課

家族等から産後の支援が得
られない退院直後の母子に
対し、産婦人科医療機関等
にてショートステイの実施
や産婦健診結果で支援が必
要と思われる産婦に対し、
助産師、保健師が訪問支援
を行い、産後の身体的、精
神的ケアや育児に関する保
健指導を実施し、子供を産
み育てやすい体制を整えま
す。

出産・子育て応援給付金事業に
おいて、出産後の面談が支給要
件となっていることから、こん
にちは赤ちゃん事業、新生児訪
問指導とも、訪問数が増加して
いる。

2.継続9,637 11,2707 1-(1)
6-(2)

こんにちは赤
ちゃん事業・
新生児訪問指
導（再掲）

地域保健課

助産師等の訪問員が、乳児
がいる家庭を訪問し、育児
や産後の生活などの相談に
応じるとともに、子育て支
援に関する必要な情報提供
を行います。また、希望者
に対し、助産師による新生
児訪問指導を行います。
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番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（２）生活の支援　P.８３～８７　施策番号１５４～１５５
（再掲１、３、４、６、７、１１、１３、１４、２２、２８、７１、７３、７５、７８、７９、８０、８２、８４、８８、１２３、１４４）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

11 1-(1)
6-(2)

育児支援事業
（再掲）

地域保健課

乳幼児を持つ保護者を対象
に、育児について学ぶ場を
つくり、情報提供などによ
り、育児不安の軽減を図る
とともに、地域の仲間づく
りの機会を創出します。子
育てに関する不安や悩みを
抱えている保護者に対し、
相談を通じて子育ての支援
を行います。

実施回数 127 回 150 回 34 回 29 回 87 144

各保健センターにおいて、乳児
を持つ保護者を対象に０歳児交
流会を開催している。また、子
育て支援センターや地域からの
依頼があれば出向いて育児相談
を実施している。地域での仲間
づくりや育児相談・育児指導を
通じ、保育者の育児不安の軽減
に努めている。

2.継続

13 1-(1)
6-(2)

妊産婦・乳幼
児の訪問指導
（再掲）

地域保健課

母子の健やかな心身の育成
のため、必要に応じて妊産
婦や乳幼児が生活している
場に出向き、相談及び助言
を行います。

延べ訪問
件数

1,718 件 － 件 1,204 件 762 件 0 0
個別での支援が必要な妊産婦や
乳幼児に対して、引き続き訪問
指導を行う。

2.継続



番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（２）生活の支援　P.８３～８７　施策番号１５４～１５５
（再掲１、３、４、６、７、１１、１３、１４、２２、２８、７１、７３、７５、７８、７９、８０、８２、８４、８８、１２３、１４４）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

地域保健課
実訪問世
帯数

440
世
帯

－
世
帯

329
世
帯

149
世
帯

0 0

養育支援が必要な家庭に保健師
が訪問等を実施。多問題を抱え
る支援困難ケースも増加してお
り、他機関と連携しながら支援
を継続していく。

2.継続

こども総合
支援セン
ター

実訪問世
帯数

673
世
帯

－
世
帯

862
世
帯

628
世
帯

148 1,835

乳児家庭全戸訪問事業等におい
て、養育支援が必要と判断され
た家庭に対し、関係機関と連携
を図りながら、育児不安の軽減
及び児童虐待発生予防のために
家庭訪問等による支援を行いま
す。また、保護者の病気や障害
などにより養育が困難な家庭に
対し、子育てをサポートするヘ
ルパーを派遣します。

2.継続

栄養相
談・栄養
指導者数

11,547 人 － 人 1,611 人 915 人

乳幼児健
診での情
報提供実
施回数

323 回 324 回 384 回 231 回

両親教
室・妊婦
教室実施
回数

27 回 27 回 19 回 13 回

妊産婦、乳幼
児の食育の推
進（再掲）

地域保健課

栄養士による相談・指導
を、乳幼児健康診査事業、
離乳食講習会、育児支援事
業、妊婦教室等において行
うことで、家庭での食事を
通じた健康づくりの支援を
行います。また、それらの
機会に望ましい食生活に関
する資料・情報の提供を行
います。

14
1-(1)
4-(4)
6-(2)

養育支援訪問
事業の充実
（再掲）

乳児家庭全戸訪問事業等に
おいて、養育支援が必要と
判断された家庭に対し、関
係機関と連携を図りなが
ら、育児不安の軽減及び児
童虐待発生予防のために家
庭訪問等による支援を行い
ます。また、保護者の病気
や障害などにより養育が困
難な家庭に対し、子育てを
サポートするヘルパーを派
遣します。

乳幼児健康診査事業や離乳食講
習会、育児支援事業、妊婦教室
等各種事業を通じて、食生活に
関する情報の提供を行ってい
る。

2.継続0 022 1-(2)
6-(2)
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番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（２）生活の支援　P.８３～８７　施策番号１５４～１５５
（再掲１、３、４、６、７、１１、１３、１４、２２、２８、７１、７３、７５、７８、７９、８０、８２、８４、８８、１２３、１４４）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

28
2-(1)
5-(1)
6-(2)

子ども家庭総
合支援拠点の
設置（再掲）

こども総合
支援セン
ター

こども総合支援センター内
に設置し、地域の子供とそ
の家庭を対象に、より専門
的な相談対応や訪問等によ
るソーシャルワークを行い
ます。寄り添い型の支援
で、虐待対応のみでなく、
様々な相談に応じ、身近な
相談が気軽にできる相談体
制を構築します。また、虐
待の未然防止や早期対応に
努めます。

相談件数 - 件 － 件 10,418 件 6,170 件 13,367 12,629

地域の子供とその家庭を対象
に、より専門的な相談対応や訪
問等によるソーシャルワークを
行います。寄り添い型の支援
で、虐待対応のみでなく、様々
な相談に応じ、身近な相談が気
軽にできる相談体制を構築し、
虐待の未然防止や早期対応に努
めます。

2.継続

71 3-(3)
6-(2)

家庭支援推進
保育事業の充
実（再掲）

保育こども
園課

日常生活における基本的な
習慣や家庭環境に対する配
慮など、保育を行う上で特
に配慮が必要とされる児童
に対して保育にあたるとと
もに、家庭訪問を行うなど
家庭に対する指導等につい
て充実を図ります。

研修会開
催回数

4 回 4 回 3 回 3 回 0 0

定期的に研修会等を開催するこ
とで、日常生活における基本的
な習慣や家庭環境に対する配
慮、保育を行う上での配慮な
ど、参加者による情報交換を行
いながら家庭支援の充実を図
る。

2.継続



番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（２）生活の支援　P.８３～８７　施策番号１５４～１５５
（再掲１、３、４、６、７、１１、１３、１４、２２、２８、７１、７３、７５、７８、７９、８０、８２、８４、８８、１２３、１４４）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

73 3-(3)
6-(2)

放課後児童ク
ラブ(若竹学
級等)の充実
（再掲）

青少年課

小学校に就学している、昼
間保護者が家庭にいない児
童を学校の放課後に預か
り、健全に充実した生活が
送れるよう、遊びの指導や
生活指導などを行う放課後
児童クラブ（若竹学級等）
を充実し、仕事と子育ての
両立を支援するために、開
設時間の延長や利用希望者
すべての受入れを目指しま
す。

放課後児
童クラブ
数

100
か
所

129
か
所

106
か
所

106
か
所

560,898 589,182

令和５年度においては、学級の
増減は無く。令和4年度は１学級
の増設と１学級の閉鎖により、
学級数は前年と変更ありませ
ん。令和２年度から民間委託す
ることで、午後５時以降は複数
の学級を１つにまとめるなど、
柔軟な学級運営を行っていま
す。また、真に利用が必要な希
望者のため、こまめに定員調整
を行っていきます。

2.継続

こども総合
支援セン
ター

4,637 3,769

子供とその家庭の相談支援機関
との連携を強化し、要支援者の
状況に応じて的確に対応できる
体制づくりを推進します。

2.継続

こども家庭
課 0 142

新型コロナウイルス感染拡大防
止の観点によりR2年度より実施
出来ていなかったが、令和5年度
は２回実施予定。

2.継続

保育こども
園課 0 0

関係機関と連携し、より一層保
育施設での相談機能を高めてい
く。

2.継続

75 3-(4)
6-(2)

子育てに関す
る相談体制の
強化とネット
ワークの構築
（再掲）

子供・家庭の相談支援にあ
たる機関との連携を強化
し、個々の相談者に的確に
対応できる体制づくりを推
進します。また、地域の子
育てグループや子育て支援
団体などの活動状況の把握
に努め、地域での子育てグ
ループのネットワーク化を
図ります。

延べ相談
者数

6,947 人 － 10,418 6,170 人人
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番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（２）生活の支援　P.８３～８７　施策番号１５４～１５５
（再掲１、３、４、６、７、１１、１３、１４、２２、２８、７１、７３、７５、７８、７９、８０、８２、８４、８８、１２３、１４４）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

78
4-(1)
6-(2)
6-(4)

母子及び父子
並びに寡婦福
祉資金の貸付
（再掲）

こども家庭
課

母子家庭の母、父子家庭の
父及び寡婦が扶養する児童
等の修学に必要な資金等、
経済的自立や福祉増進のた
めに必要な資金の貸付を行
います。

貸付者数 169 人 － 人 82 人 64 人 57,864 150,958

日本学生支援機構の給付型奨学
金制度の拡充など、その他支援
が充実されたため貸付件数が減
少。

2.継続

79 4-(1)
6-(2)

母子生活支援
施設の運営
（再掲）

こども総合
支援セン
ター

自立が困難など、保護の必
要性が認められる母子を保
護し、自立に向けての支援
を行います。

延べ入所
世帯数

196
世
帯 －

190
世
帯

143
世
帯

75,762 75,047
自立が困難など、保護の必要性
が認められる母子を保護し、自
立に向けての支援を行います。

2.継続

開講数 3 回 3 回 0 回 0 回

参加人数 113 人 50 人 0 人 0 人

80 4-(1)
6-(2)

ひとり親家庭
情報交換（再
掲）

こども家庭
課

ひとり親家庭の情報交換を
行うとともに、お互いに悩
みを打ち明け相談し、支え
合う場として定期的に、文
化サークル等講座を開講
し、ひとり親家庭等の福祉
の向上を図ります。

新型コロナウイルス感染拡大防
止の観点からR2年度より実施出
来ていなかったが、令和5年度は
２回実施予定。

2.継続0 142



番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（２）生活の支援　P.８３～８７　施策番号１５４～１５５
（再掲１、３、４、６、７、１１、１３、１４、２２、２８、７１、７３、７５、７８、７９、８０、８２、８４、８８、１２３、１４４）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

研修講座
修了者数

26 人 20 人 13 人 0 人

開催回数 2 回 1 回 1 回 1 回

プログラ
ム策定件
数

0 件 5 件 2 件 2 件

84 4-(1)
6-(2)

ひとり親家庭
に対する日常
生活の支援
（再掲）

こども家庭
課

自立のための活動や病気な
どの事由で日常生活に支障
があるとき、一時的に生活
支援員を派遣して必要な家
事や保育の援助を行い、ひ
とり親家庭等の福祉の向上
を図ります。

延べ利用
世帯数

4
世
帯

－
世
帯

4
世
帯

2
世
帯

33 125

一回の利用時間が長い利用が増
加傾向。今後も支援を必要とす
るひとり親への制度周知を進め
ていく。

2.継続

88 4-(2)
6-(2)

障害のある児
童の放課後児
童クラブへの
受入れ（再
掲）

青少年課

障害のある児童について、
利用の希望がある場合は、
受入れるための支援員の加
配や研修の実施等により、
可能な限り受入れに努めま
す。

受入れク
ラブ数

44
か
所

48
か
所

41
か
所

58
か
所

0 0

障害のある児童を受け入れるた
め、委託事業者は、必要に応じ
て支援員を追加配置していま
す。
また、障害に深い理解のある特
別支援アドバイザー及び小学校
長経験者であるコーディネー
ターを事務局に配置し、障害の
ある児童の受け入れを行う若竹
学級への訪問、指導を行ってい
ます。

2.継続

82
4-(1)
6-(2)
6-(3)

ひとり親家庭
の親の就業・
自立支援の充
実（再掲）

こども家庭
課

ひとり親家庭の母、又は父
等の就業・自立を促進する
ために、就業支援講習会事
業や母子・父子自立支援プ
ログラム策定事業を実施し
ます。

2.継続795 839

就業支援講習会は途中で辞退し
てしまう人が数名いるが、やる
気のある方も多く自立促進に役
立つ内容である。プログラム策
定事業は策定まで至らずとも、
様々な内容の相談があるため、
引き続きハローワークなどと連
携して進めていく。

83
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番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（２）生活の支援　P.８３～８７　施策番号１５４～１５５
（再掲１、３、４、６、７、１１、１３、１４、２２、２８、７１、７３、７５、７８、７９、８０、８２、８４、８８、１２３、１４４）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

123 5-(3)
6-(2)

子供の居場所
づくり（再
掲）

生涯学習課

学校・家庭・地域社会が連
携して、子供の「生きる
力」を育成するために、休
業土曜日の午前時間を活用
し、学校施設の開放、学校
支援ボランティアなど地域
の教育力の活用を図りま
す。

小学校区
子どもセ
ンター開
設率

100 % 100 % 69 %

年度末に
実績報告
の提出が
あるた

め、10月
末現在の
実績は不

明

% 4,943 7,140

校区子どもセンター事業は、地
域のボランティアの方にも支え
られ、活動をしています。今年
度は、運営に必要な情報を共有
するため、各校区運営委員長交
流会を実施しました。他校の事
業内容、やり方が聞けたと好評
でした。今年度は、５類感染症
に引き下げられたこともあり、
「体験活動」「土曜教室」「学
校施設開放」を各校、年間計画
に基づき実施しています。

2.継続

144 5-(6)
6-(2)

若者への就労
支援の推進
（再掲）

産業政策課

市内企業への理解を深めて
もらえるよう、合同企業説
明会や企業見学会等を開催
し、若者の就労を支援しま
す。

就業支援
事業開催
数

2 回 5 回 6 回 2 回 858 658

オンライン対応等検討しながら
合同企業説明会等を実施するこ
とで、若者の市内企業への就労
を支援する。令和6年度も継続し
て実施していく。

2.継続



番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

156 6-(3)
生活困窮者自
立支援事業

生活支援課
（策定時）
→生活支援
第２課

生活困窮者自立支援法に基
づき、自立相談支援事業や
就労準備支援事業等を実施
します。

延べ相談
件数

1,662 件 1,800 件 508 件 478 件 17,248 18,356
他機関等とも連携をとりながら、引
き続き生活困窮者の自立等が円
滑に進むよう支援する

2.継続

27 2-(1)
6-(3)

短期入所生活
援助事業
（ショートス
テイ）の充実
（再掲）

こども総合
支援セン
ター

保護者が病気、出産、介護
などで一時的に養育が困難
になったとき、子供を児童
福祉施設等で一時的に預か
り、生活を援助するショー
トステイ事業を実施しま
す。

延べ利用
人数

226 人 300 人 147 人 99 人 1,962 3,387

保護者が病気、出産、介護など
で一時的に養育が困難になった
とき、子供を児童福祉施設等で
一時的に預かり、生活を援助す
るショートステイ事業を実施し
ます。

2.継続

男女共生推
進課

講座開催
回数

1 回 2 回 2 回 0 回 104 94
女性の再就職や就労に必要な能
力開発、技能取得に関する講座
を開催する。

2.継続

産業政策課 啓発回数 2 回 2 回 4 回 2 回 0 0

女性求職者を対象とした就職
フェアを開催するとともに、他
機関とも連携しながら、女性の
就職支援の充実を図る。令和6年
度も継続して実施していく。

2.継続

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（３）保護者の就労の支援　P.８８～８９　施策番号１５６（再掲２７、５６、５８、５９、８１、８２、８３、８６）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

56 2-(6)
6-(3)

女性の就労の
機会と場の拡
大（再掲）

女性の再就職や能力開発・
起業を目指す人への支援に
努めます。
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番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（３）保護者の就労の支援　P.８８～８９　施策番号１５６（再掲２７、５６、５８、５９、８１、８２、８３、８６）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

58 2-(6)
6-(3)

求人情報等の
提供（再掲）

産業政策課

ハローワーク発行の「ハ
ローワーク求人情報」等を
活用して、求職者に対して
情報提供の充実を図りま
す。

情報提供
回数

50 回 50 回 48 回 23 回 0 0

ハローワークから提供される求
人情報を労働相談業務などで活
用することにより、求職者に対
して情報提供の充実を図る。令
和6年度も継続して実施してい
く。

2.継続

59 2-(6)
6-(3)

転職・再就職
の支援（再
掲）

産業政策課

転職や再就職が円滑に進む
ように、各関係機関等と連
携しながら支援に努めま
す。

啓発回数 1 回 2 回 3 回 2 回 0 0

他機関とも連携しながら、転職
や再就職が円滑に進むように支
援に努める。令和5年度も継続し
て実施していく。

2.継続

81 4-(1)
6-(3)

母子・父子相
談（再掲）

こども家庭
課

母子・父子自立支援員が就
業や生活に関する相談に応
じ、助言指導や関係機関の
紹介などを行います。

延べ相談
件数

293 件 300 件 216 件 126 件 2,444 2,717

就業や子の就学に関する相談、
助言を行っているが、様々な内
容の相談があるため今後も各担
当課やハローワークとの連携が
必要。

2.継続

研修講座
修了者数

26 人 20 人 13 人 0 人

開催回数 2 回 1 回 1 回 1 回

プログラ
ム策定件
数

0 件 5 件 2 件 2 件

795 83982
4-(1)
6-(2)
6-(3)

ひとり親家庭
の親の就業・
自立支援の充
実（再掲）

こども家庭
課

ひとり親家庭の母、又は父
等の就業・自立を促進する
ために、就業支援講習会事
業や母子・父子自立支援プ
ログラム策定事業を実施し
ます。

就業支援講習会は途中で辞退し
てしまう人が数名いるが、やる
気のある方も多く自立促進に役
立つ内容である。プログラム策
定事業は策定まで至らずとも、
様々な内容の相談があるため、
引き続きハローワークなどと連
携して進めていく。

2.継続



番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（３）保護者の就労の支援　P.８８～８９　施策番号１５６（再掲２７、５６、５８、５９、８１、８２、８３、８６）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

83 4-(1)
6-(3)

夜間養護等事
業の充実（ト
ワイライトス
テイ）（再
掲）

こども総合
支援セン
ター

保護者が仕事により夜間や
休日に家庭で子供を養育で
きない場合、子供を預か
り、食事等の提供を行いま
す。

延べ利用
人数

175 人 150 人 7 人 2 人 12 385

保護者が仕事により夜間や休日
に家庭で子供を養育できない場
合、子供を児童福祉施設等で預
かり、食事等の提供を行いま
す。

2.継続

（高等職
業訓練促
進給付金
等事業）
給付件
数・自立
した数

23
・
6

件
・
人

30
・
15

件
・
人

31
・
14

件
・
人

32
・
2

件
・
人

39,807

（自立支
援教育訓
練給付金
事業）
給付件
数・自立
した数

10
・
10

件
・
人

5
・
5

件
・
人

6
・
6

件
・
人

8
・
8

件
・
人

485

40,03986 4-(1)
6-(3)

自立支援給付
金事業（再
掲）

こども家庭
課

高等職業訓練促進給付金及
び修了支援給付金として、
ひとり親家庭の母、又は父
が就職に必要な資格（対象
資格は看護師、介護福祉
士、保育士、理学療法士、
作業療法士、歯科衛生士等
12資格）を取得するために
１年以上養成機関で修業す
る場合、修業期間中、４年
間を上限として生活費の補
てんのための給付金を支給
します。また、自立支援教
育訓練給付金として、市が
指定する教育訓練講座の受
講後、費用の一部を支給し
ます。

高等職業訓練促進給付金の受給
者が増加傾向にあり、制度が周
知されてきたといえるが、ひと
り親家庭の自立支援として制度
の周知に取り組む。

2.継続
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番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

41 2-(4)
6-(4)

児童手当の支
給（再掲）

こども家庭
課

中学生修了前までの子供を
養育されている人に手当を
支給します。

支給件数 25,093 件 ― 件 22,331 件 21,414 件 4,807,250 4,739,160

令和４年度より受給者の所得が所得
上限限度額を超過する場合、受給資
格が消滅することになったため、令
和５年度以降所得が上限限度額を下
回った場合に再度申請が必要となっ
た。よって、手続きに関する周知・
案内を引き続き徹底していく。

2.継続

42 2-(4)
6-(4)

こども医療費
助成（再掲）

こども家庭
課

中学校卒業までの子供等を
対象に、保険診療の自己負
担額を助成します。（所得
制限あり）

助成件数 570,953 件 ― 件 556,456 件 340,886 件 1,273,675 1,389,162

令和５年８月に対象年齢拡充を
実施した。（１８歳年度末まで
引き上げ）
令和６年度は保険証廃止が実施
される予定であるため、保険証
情報の確認等検討していく必要
がある。

2.継続

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（４）経済的支援　P.９０～９１　施策番号（再掲４１、４２、４４、４５、４６、４８、７６、７７、７８、８５、９２）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)



番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（４）経済的支援　P.９０～９１　施策番号（再掲４１、４２、４４、４５、４６、４８、７６、７７、７８、８５、９２）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

保育こども
園課

501 人 478 人 66,721 62,766
多子世帯の経済的負担を軽減す
るため、今後も継続して事業を
実施していく。

2.継続

子育て支援
課

97 人 42 人 750 900

申請数に関して、前年度の同時
期と比較すると増加傾向にあ
る。本事業の目的である「経済
的負担の軽減を図り、安心して
子どもを生み育てられる環境づ
くりを推進する」という趣旨を
踏まえ、今後も継続して行って
いく必要がある。
引き続き窓口や広報、園を通し
た周知の徹底をはかっていく。

2.継続

こども家庭
課

446 人 80 人 34,350 42,225

実施状況は前年と同様のペース
での申請があり、変わりはな
い。
課題としては、国の児童手当の
制度改正等により生じる制度の
重複を解消するため、見直す必
要がある。
今後廃止にむけて取り組んでい
くためR6年度には継続申請のみ
の受付、R7年度には完全廃止さ
れる予定。（県の方針）

4.完了
(廃止)

障害者支援
課

101 人 78 人 408 884

同一世帯に児童が２人以上いる
世帯の未就学児を対象に、世帯
の所得や兄・姉の数に応じて、
児童発達支援等の利用者負担額
の軽減を今後も継続して実施し
ます。

2.継続

4,237 人 － 人44 2-(4)
6-(4)

子育て中の多
子世帯に対す
る経済的支援
（再掲）

多子世帯の経済的負担を軽
減するため、教育・保育施
設等において保育料を、第
２子は一定の所得制限のも
とで無償、第３子目以降は
所得に関係なく無償としま
す。また、一時預かり事
業、ファミリー・サポート
事業等の利用料を助成しま
す。
在宅育児支援事業として生
後２か月を超え、満１歳に
満たない多子世帯の乳児を
家庭で養育する方に対して
助成します。

対象者へ
の実施数
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番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（４）経済的支援　P.９０～９１　施策番号（再掲４１、４２、４４、４５、４６、４８、７６、７７、７８、８５、９２）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

45
2-(4)
6-(1)
6-(4)

就学援助（再
掲）

学校教育課
（策定時）
→学校支援
課

経済的な理由により就学が
困難な児童生徒の保護者に
対し、学用品費、給食費、
修学旅行費などの援助を行
います。

支給人数 4,298 人 － 人 4,128 人 3,840 人 156,866 184,465

引き続き、就学援助制度の周知
徹底に努め、また、今後も学用
品費等の支給単価を国基準並み
で維持していきたい。

2.継続

46 2-(4)
6-(4)

実費徴収に係
る補足給付を
行う事業（再
掲）

保育こども
園課

新制度未移行幼稚園を利用
する低所得世帯や多子世帯
について、給食費として実
費徴収している費用のう
ち、副食費の助成を実施し
ます。

支給人数 人 － 人 217 人
不明（年度
末集計のた

め）
人 5,174 5,657

低所得世帯や多子世帯の経済的
負担を軽減するため、引き続き
事業を実施していきます。

2.継続

48
2-(4)
4-(1)
6-(4)

ひとり親家庭
の高卒資格取
得支援（再
掲）

こども家庭
課

ひとり親家庭の親及び扶養
する子が、高卒認定試験の
対策講座を受講修了した場
合に、受講修了時給付金を
支給します。受講修了時給
付金を受けた方が２年以内
に高卒認定試験の全科目に
合格した場合に、合格時給
付金を支給します。

給付数 0 件 － 件 1 件 0 件 11 120

事前相談や事前申請はあるもの
の、給付申請まで至らない案件
が多い。今後一層制度周知に取
り組んでいく。

2.継続

76 4-(1)
6-(4)

ひとり親家庭
等医療費助成
（再掲）

こども家庭
課

ひとり親家庭の母、又は
父、児童（18歳に達する日
以後の最初の３月31日まで
の間にある人）等を対象
に、保険診療の自己負担額
を助成します。

助成件数 140,000 件 － 件 126,520 件 66,492 件 363,804 366,112

コロナウイルス感染症の５類引
き下げにより、令和２年度から
令和４年度に比べ医療費が高く
推移しており、令和元年度同様
の水準となっている。
引続き医療機関への適正な受診
の周知が課題。

2.継続



番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（４）経済的支援　P.９０～９１　施策番号（再掲４１、４２、４４、４５、４６、４８、７６、７７、７８、８５、９２）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

77 4-(1)
6-(4)

児童扶養手当
の支給（再
掲）

こども家庭
課

児童扶養手当法に基づき、
児童（18歳に達する日以後
の最初の３月31 日までの間
にある人、又は20 歳未満で
一定の障害のある人）を監
護しているひとり親家庭等
の生活の安定と自立を助け
るために手当を支給しま
す。

支給世帯 4,028
世
帯

－
世
帯

3,524
世
帯

3,352
世
帯

1,766,295 1,818,182

地方自治法第2条第9項及び第10
項に規定する第1号法定受託事務
に該当し、児童扶養手当法又は
これに基づく政令及び省令によ
り地方自治体が処理するもので
あるため、今後も適正な実施に
努め取組むものとする。

2.継続

78
4-(1)
6-(2)
6-(4)

母子及び父子
並びに寡婦福
祉資金の貸付
（再掲）

こども家庭
課

母子家庭の母、父子家庭の
父及び寡婦が扶養する児童
等の修学に必要な資金等、
経済的自立や福祉増進のた
めに必要な資金の貸付を行
います。

貸付者数 169 人 － 人 82 人 64 人 57,864 150,958

日本学生支援機構の給付型奨学
金制度の拡充など、その他支援
が充実されたため貸付件数が減
少。

2.継続

85 4-(1)
6-(4)

母子家庭等福
祉手当（再
掲）

こども家庭
課

児童扶養手当の受給対象と
なりうる世帯のうち、親が
障害年金を受給している
か、又は子が親の受給して
いる障害年金の加算対象に
なっているため、児童扶養
手当を受給できない世帯に
対して、その差額を支給し
ます。

給付件数 6 件 － 件 － 件 － 件 0 0

これまで、障害基礎年金等を受
給している者は、障害基礎年金
等の額が児童扶養手当の額を上
回る場合、児童扶養手当を受給
できなかったが、令和3年3月分
の手当以降は、児童扶養手当の
額が障害年金の子の加算額を上
回る場合、その差額を児童扶養
手当として受給できるように
なったことにより、同手当が不
要となるため令和2年度をもって
事業を終了した

4.完了
(廃止)
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番号 体系 施策名 担当課 内容 指標項目
令和4年度

決算額
（千円）

令和5年度
予算額

（千円）

令和5年度の実施状況と課題、
今後の取組方針等

今後の
方向性

６　子供の貧困対策の充実　P.８１～P.９１

（４）経済的支援　P.９０～９１　施策番号（再掲４１、４２、４４、４５、４６、４８、７６、７７、７８、８５、９２）

平成30年度
実績

（現状値）

令和6年度
目標値

（計画策定
時）

令和4年度
実績

令和5年度
実績

(令和5年10月末
現在)

92 4-(2)
6-(4)

特別児童扶養
手当の支給
（再掲）

障害者支援
課

日常生活において介護を要
する在宅の20歳未満の児
童、その父、若しくは母等
に対し、手当を支給しま
す。

支給者数 925 人 － 人 1,147 人 1,190 人 2,115 1,979

日常生活において介護を要する
在宅の20歳未満の児童、その
父、若しくは母等に対し、引き
続き手当を支給します。

2.継続


